
 

 

ごあいさつ 

 

本市では、第 1期室戸市地域福祉計画を平成 18年度に策定

し、地域福祉の推進に取り組んでまいりました。今期の計画

につきましては、社会福祉法の改正により、高齢者の福祉、

障がい者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して

取り組むべき事項を定めることにより、福祉関連計画の上位

計画として位置づけ、包括的な支援体制の整備などの取り組

みを含む、市が目指す姿を示しました。 

近年、少子高齢化、個人や世帯の抱える問題の複雑化、地

域のつながりの希薄化等が問題となってきています。今までのような縦割りの制度の

みでの問題解決が困難であり、また、行政や専門職だけでは早期の介入や地域課題を

乗り越えていくことが難しくなっていると感じていますが、それと同時に、室戸市に

は人々のつながりやコミュニティの良さが今でも残っており、今後も地域での支え合

いに生かしていただきたいとも感じています。 

本計画では「健康で心ゆたかに暮らし続けられる むろとへ」という基本理念を掲

げました。そして、その実現のためには「助け合い・支え合い 共に生きる」ことが

必要であり、住民の皆さまと協働で、住み続けたい地域を作っていくために、まずは

皆さまに地域福祉に関心をもっていただき、話し合いをもち、地域づくりに参加をし

ていただくことが不可欠であり、地域福祉の推進にあたっては大変重要なことである

と考えております。 

市としましても、皆さまが参加、活躍できるような場づくりや体制整備を一層すす

めてまいります。また、実行性をより確かなものとするために、本計画は社会福祉協

議会が作成する「地域福祉活動計画」と一体的に策定をいたしました。 

結びになりますが、本計画を策定するにあたり、ご意見を頂戴しました方々や「室

戸市地域福祉計画・地域福祉活動計画検討委員会」の委員の皆様のご尽力に心より感

謝申し上げます。 

 

  令和 4年 3月  

室戸市長 植田 壯一郎 

  



 

ごあいさつ 

 

近年、少子高齢化や高齢者世帯の増加などにより、地域で

支え合う力の脆弱化や家族の機能の低下が見られ、また、

8050問題などによる社会的孤立、廃業等による生活困窮者

の増加、介護や権利擁護への不安など、さまざまな福祉・生

活課題が深刻化し、広がりを見せています。 

室戸市社会福祉協議会では、平成 29 年度からの第 2 期

地域福祉活動計画を策定し､令和 3年度までの 5年間「住民

参加の誰もが健康で心豊かに安心して暮らせるまちづくり」を基本理念とし、さまざ

まな課題に取り組んでまいりましたが、第 2期地域福祉活動計画の取り組みを検証・

評価し、アンケート調査や住民座談会で把握された内容や住民ニーズを取り入れ『第

3期地域福祉活動計画』を策定いたしましたが、今期は、市が策定する「第 4期地域

福祉計画」と一体的に策定することにより、より効果的な地域での活動をめざしまし

た。 

本計画の基本理念を『健康で心豊かに暮らし続けられる むろとへ～助け合い・支

え合い 共に生きる～』とし、その理念のもと、地域共生社会の実現に向けて、住民

の皆様や関係団体、室戸市と連携、協働の意識をもち、職員一丸となって取り組んで

まいります。 

結びになりますが、本計画の策定にあたり、さまざまな視点からご意見をいただき

ました室戸市地域福祉計画・地域福祉活動計画検討委員会の皆様をはじめ、ご協力を

いただきました関係各位に厚くお礼を申し上げます。 

 

  令和 4年 3月  

社会福祉法人 室戸市社会福祉協議会 

会 長  木 下 惠 介 
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１．計画策定の背景・趣旨 

 

本市の近年の現状として、総人口の減少に加え、少子高齢化や独居高齢者・高齢者のみ世

帯の増加が顕著となってきています。また、社会情勢や生活環境の変化によりライフスタイ

ルや価値観の多様性の広がりが見られるなかで、一人ひとりが抱える課題も複雑化・複合化

してきています。これらの課題に対応するには、個人の努力や行政による福祉サービスだけ

では十分ではなく、地域住民同士で互いの福祉ニーズを認識し、地域全体で課題の解決に向

けた取り組みを進めることが求められています。 

国においては、平成 12年に社会福祉事業法が改正されて社会福祉法となり、個人の自立支

援、利用者による選択の尊重、サービスの効率化等を柱とした新しい社会福祉の方向性が示

され、「地域福祉の推進」が社会福祉の基本理念の一つとして位置づけられました。さらに平

成 29年には社会福祉法が介護保険法等とともに改正され、制度・分野ごとの「縦割り」や「支

え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画

し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながる「地域共生社会」の実現をめざす方向

性が示されました。 

国が提唱する「地域共生社会」の実現に向けて、本市でも「地域福祉」に関する取り組みを

一層推進し、地域住民同士の助け合い・支え合いの心による生活の質の向上と、全ての人が

いつまでも安全・安心に住み続けられる地域の実現をめざす必要があります。 

こうした背景から、地域に関わるすべての人と行政が一体となって、総合的な福祉施策を

推進する「第 4 期室戸市地域福祉計画･第 3期地域福祉活動計画」（以下「本計画」という。）

を策定し、市民が安全・安心に生活できる地域共生社会の実現をめざします。 

 

 

  

福祉を支える

仲間をつくる

市民の福祉課題を

解決する

コミュニティ

をつくる

福祉課題の

解決に向けた

仕組みをつくる
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◆「地域共生社会」の実現に向けた地域づくりに関する国の動静◆ 

 

年月 内 容 

平成 27（2015）年 9月 「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」（「新たな福祉サービス

のシステム等のあり方検討 PT」報告） 

多機関の協働による包括的支援体制構築事業（平成 28年度予算） 

平成 28（2016）年 6月 「ニッポン一億総活躍プラン」（閣議決定）に地域共生社会の実現が盛

り込まれる 

7月 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部の設置 

10月 地域力強化検討会（地域における住民主体の課題解決力強化・相談支

援体制の在り方に関する検討会）の設置 

12月 地域力強化検討会 中間とりまとめ 

「我が事・丸ごと」の地域づくりの強化に向けたモデル事業（平成 29

年度予算） 

平成 29（2017）年 2月 社会福祉法改正案（地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法

等の一部を改正する法律案）を提出 

「「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）」を「我が事・

丸ごと」地域共生社会実現本部で決定 

5月 社会福祉法改正案の可決・成立 → 6月 改正社会福祉法の公布 

※改正法の附則において、「公布後 3 年を目処として、市町村における包

括的な支援体制を全国的に整備するための方策について検討を加え、必

要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるもの

とする。」と規定 

9月 地域力強化検討会 最終とりまとめ 

12月 「社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関す

る指針」の策定・公表及び関連通知の発出 

平成 30（2018）年 4月 改正社会福祉法の施行 

令和元（2019）年 5月 地域共生社会推進検討会（地域共生社会に向けた包括的支援と多様な

参加・協働の推進に関する検討会）設置 

7月 地域共生社会推進検討会 中間とりまとめ 

12月 地域共生社会推進検討会 最終とりまとめ 

令和２（2020）年 3月 社会福祉法等改正法案（地域共生社会の実現のための社会福祉法等の

一部を改正する法律案）を提出 

6月 改正社会福祉法の可決・成立 

※市町村における重層的支援体制整備事業に関する改正規定は令和 3

年 4月施行 
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２．「地域福祉計画」・「地域福祉活動計画」とは 

「地域福祉計画」とは、地域福祉に関する仕組みづくりや施策を展開する市の計画であり、

「地域福祉活動計画」とは、地域福祉活動を推進する民間である室戸市社会福祉協議会（以

下「市社協」という。）の計画です。このたびはその実効性から両計画を一体的に策定するこ

ととします。 

◆「地域福祉計画」と「地域福祉活動計画」の関係性◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．地域福祉の基本的な考え方 

 

「福祉」とは、特定の誰かだけでなく、みんなが幸せになれるような取り組みや活動を言

いますが、「地域福祉」とは、私たち一人ひとりが地域社会の一員であることを認識しつつ、

居住する地域において安心して暮らせるよう、地域住民や公私の社会福祉関係者が互いに協

力して地域の福祉課題の解決に取り組む考え方のことを言います。 

課題を解決する取り組み方として、個人や家庭の努力による解決（＝自助）のほかに、近

所や地域、ボランティア等による助け合い・支え合いや介護保険・医療保険等の相互負担に

よる制度の活用（＝互助・共助）や、公的サービスによる課題解決の方法（＝公助）が考えら

れます。 

これからは従来の縦割りで固定的な役割分担ではなく、「地域福祉」の視点から包括的な支

援体制を整備することが求められています。そのため、市や市社協をはじめ、各種団体や地

域住民がそれぞれの役割を担い、連携・協働することが重要です。 

インフォーマルによる支援

フォーマルによる支援

自助 互助・共助 公助

制度によらない住民主体の範囲 （上側半分） ≒「地域福祉活動計画」

制度による行政主体の範囲 （下側半分） ≒「地域福祉計画」
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４．計画策定の視点 

 

国において、各自治体で地域福祉を推進する上での現状と課題として、次のような内容が

示されています。 

地域福祉をめぐる現状と課題 

●世帯の複合課題 

・ 高齢の親と働いていない独身の 50歳代の子が同居している世帯（いわゆる「8050問題」） 

・ 介護と育児に同時に直面する世帯（いわゆる「ダブルケア」） 

・ 障がい児の親が高齢化し介護を要する世帯 

・ 様々な課題が複合して生活が困窮している世帯 

●制度の狭間にある課題 

・ 制度の対象外、基準外、一時的なケース 

●自ら相談に行く力がない 

・ 頼る人がいない、自ら相談に行くことが困難 

・ 社会的孤立・排除、一例である「ごみ屋敷」、地域住民からすると「気付いていても何もで

きない」ことが多い 

●地域のつながりの低下 

・ 少子高齢化や人口減少の進行、自治会・町内会の加入率減少等による地域で課題を解決し

ていくという地域力の脆弱化 

・ 見て見ぬふり 

●新たな地域課題 

・ 単身世帯の増加、賃貸住宅への入居時の保証の問題、入院時の対応や看取り、死亡後の対

応等、成年後見を含め新たな生活支援の必要性 

 

上記の現状と課題を踏まえて、平成 29年の社会福祉法の改正により、各自治体が策定する

地域福祉計画について福祉関連個別計画の上位計画に位置づけるとともに、地域福祉計画に

おいて福祉関連計画の各分野における共通事項を定める必要性が示されました。 

さらに、地域共生社会の実現に向けて、支援を必要とする地域住民が抱える多様で複合的

な生活課題について、地域住民や公私の福祉関係者による把握と関係機関との連携等による

解決が図られる地域福祉の方法が明記されるとともに、地域福祉計画に盛り込むべき事項に

ついて、次の 5つが示されました。 
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①地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、 

共通して取り組むべき事項 

②地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

③地域における社会福祉を目的とした事業の健全な発達に関する事項 

④地域福祉に関する活動への住民の参加に関する事項 

⑤包括的な支援体制の整備に関する事項      ※社会福祉法第 107条第１項より 

 

上記 5 つの事項により、縦割りでない分野横断的な支援やサービス（居住や就労等への支

援、共生型サービスの展開、分野横断的な事業の実施、虐待防止や権利擁護等）の更なる展

開と、様々な分野をまたぐ複合的な課題に対して相談者や世帯の属性や年齢に関わらず受け

止めて支援を行う、包括的な相談支援体制の構築が求められています。 

また⑤包括的な支援体制の整備に関する事項については、地域生活課題を包括的に解決す

るための支援体制の整備をめざし、社会福祉法が改正され、次の 3 つの事項について市町村

の努力義務とされました。 

 

〇地域住民の地域福祉活動への参加を促進するための環境整備 

〇住民に身近な圏域において、分野を超えて地域生活課題について総合的に相談に応じ、 

 情報の提供や助言等を行う体制の整備 

〇支援関係機関が連携し、地域生活課題の解決に資する支援を一体的に行う体制の整備 

  

■参考【社会福祉法抜粋】 

（包括的な支援体制の整備） 

第百六条の三 市町村は、次条第二項に規定する重層的支援体制整備事業をはじめとする

地域の実情に応じた次に掲げる施策の積極的な実施その他の各般の措置を通じ、地域住

民等及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、地

域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるもの

とする。 

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、地域

住民等が相互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対する研修の実施そ

の他の地域住民等が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する施策 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、必要な

情報の提供及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力を求めることが

できる体制の整備に関する施策 

三 生活困窮者自立支援法第三条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行

う者その他の支援関係機関が、地域生活課題を解決するために、相互の有機的な連携の

下、その解決に資する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する施策 
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本市では、このような策定の視点に基づいて、これまで推進してきた福祉関連個別計画の

様々な施策の共通軸を定めるとともに、地域共生社会の実現に向けて、地域住民や公私の社

会福祉関係者の連携を強めて地域力を高める取り組みを推進します。そのため、地域の現状

と課題を把握し、関係機関と情報共有しながら施策・事業を展開することとし、福祉に根ざ

した地域づくりと包括的な支援体制づくりを着実に推進します。 

 

 

５．計画策定の留意事項 

 

社会福祉法第 4条において、「地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会

福祉に関する活動を行う者（以下「地域住民等」という。）」を地域福祉推進の主体とし、「地

域住民等が相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員と

して日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保さ

れる」ことを地域福祉推進の目的としています。 

また、第 6条第 2 項においては地域生活課題を包括的に解決するための体制の整備やその

他地域福祉の推進のために必要な各般の措置を講ずるよう努めるとともに、保健医療、労働、

教育、住まい等の各施策との連携に配慮すること、等が記載されています。 

このような地域福祉推進の視点を持ちながら、本市では次の点に留意して計画を策定する

こととします。 

 

○ 地域住民等の地域福祉活動への主体的な参加 

互いの価値観や存在意義を認め合うなかで、地域住民等が地域社会の一員として地域福祉

課題の解決に携わるとともに、助け合い・支え合いの精神により日頃から地域福祉活動に主

体的に参加できる機会を提供します。 

また、地域住民の地域福祉活動への参加を促進するための環境整備、住民に身近な圏域に

おいて分野を超えて地域生活課題について総合的に相談に応じ、情報の提供や助言等を行う

体制の整備、支援関係機関が連携し地域生活課題の解決に資する支援を一体的に行う体制の

整備について推進します。 

 

○ 地域共生社会の実現に向けて 

制度・分野の枠や、「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて、人と人、人と

社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割をもち、助け合いながら暮らしていくことの

できる、包摂的なコミュニティ、地域や 社会を創るという考え方のもと、住民と行政や地域

のあらゆる団体等がともに地域を作っていくことを重点的に推進します。 

 

○ 連携・協働による地域づくり 

福祉サービスは、従来は市・市社協及び福祉事業者が提供の主体でしたが、最近では各種
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団体や地域住民による支援やサービスの提供も全国的に見られるようになっています。本市

においても福祉サービスの充実や地域課題の解決のため、市・市社協や市内のあらゆる機関、

そして地域住民等と協働して地域づくりを推進します。 

 

○ セーフティネットの充実 

生活困窮者やひきこもり状態にある人等について、専門職による伴走型支援に加え、近隣

住民や民生委員・児童委員等による日常の見守りや関わり等により支援へつなげること、ま

た課題を抱える本人や世帯の意思と尊厳を尊重しながら、人と人とのつながりや社会とのつ

ながりを回復し、自立した生活が営めるように支援します。 

また多機関との協働や連携により、重層的なセーフティネットの構築を図ります。 

 

○ 地域生活課題を包括的に解決するための支援体制の整備 

地域住民が住民同士の交流により課題を解決できるような仕組みづくりへの支援、孤立等

を防ぐために社会参加につなげる支援、また様々な課題を抱える人を受け入れる居場所の確

保やそのための住民の意識の変容等のために必要なことを多機関との協働により推進します。

そのうえで、令和 2 年 6 月の社会福祉法改正により、地域住民の複雑化・複合化した支援ニ

ーズに対応する包括的な支援体制を整備するために創設された重層的支援体制整備事業への

移行を検討していきます。 

 

地域における住民主体の課題解決力強化・包括的な相談支援体制のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 29 年版「厚生労働白書」 

住民が主体的に地域課題を把握して
解決を試みる体制づくり

住民が主体的に地域課題を把握して

解決を試みる体制づくりを支援する

ボランティア

NPO

企業・商店
ご近所

地区社協

民生委員・児童委員 自治会

子ども会

老人クラブ

PTA

学校

社会福祉法人

様々な課題を抱える住民

受け手 支え手

地域の基盤づくり

他人事を「我が事」に
変えていくような働き
かけをする機能

「丸ごと」受け止める場

協働の中核を担う機能

（ボランティア、社協、地
域包括支援センター、相談
支援事業所、地域子育て支
援拠点、社会福祉法人、NPO
法人等）

社会教育

防犯・防災

環境

交通

都市計画

小中学校区等の住民に
身近な圏域で、住民が
主体的に地域課題を把
握して解決を試みる体
制づくりの支援。

世帯全体の複合化・複
雑化した課題を受け止
める、市町村における
総合的な相談支援体制
作りの推進。

ニッポン一億総活躍プラン
（H28.6.2閣議決定）

市町村における
総合的な

相談支援体制作り

自立相談
支援機関

相談支援
包括化推進員

多文化共生関係

雇用・就労関係
高齢関係

司法関係

権利擁護関係 児童関係

児相

家計支援関係

医療関係

教育関係
保健関係

住まい関係

障害関係

がん・難病関係

発達障害関係

病院

自殺対策関係

解決

課題把握
受け止め
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６．成年後見制度について 

認知症、知的障がい、精神障がい等の方は、自らの財産を管理したり、様々な契約を結ん

だり、遺産分割の協議をしたりする必要があっても、自らの判断でこれらを行うのが難しい

場合があります。また、不利益な契約であっても契約を結んでしまう等、悪質商法の被害に

あうおそれもあります。このような自分自身で判断することが難しい方を保護し、支援する

のが成年後見制度です。 

成年後見制度には、法定後見制度と任意後見制度の 2 つがあります。「法定後見制度」は、

判断能力の程度等により「後見」「保佐」「補助」の 3 つに分かれており、家庭裁判所によっ

て親族や法律・福祉の専門家、福祉関係の公益法人等が成年後見人等（成年後見人・保佐人・

補助人）として選ばれます。「任意後見制度」は、十分な判断能力があるうちに、将来に備え

自らが選んだ代理人に代理権を与える契約を公正証書で結んでおくものを言います。 

本市においても、このような制度を必要とされる方が利用しやすい体制を整備していく必

要があることから、今回の計画策定に際し、「成年後見制度利用促進基本計画」を包含して策

定します。 
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７．計画の位置づけと期間 

 

(1) 計画の位置づけ 

「地域福祉計画」は、総合振興計画等の最上位計画がめざす将来像や基本理念の達成に

向けた“福祉面のまちづくり計画”であり、福祉に関する分野別計画（高齢者、子ども、障

がい者等に関する計画）の共通軸に関する施策を体系化するものとして、福祉関連計画の

上位計画として位置づけます。 

なお、「地域福祉計画」は、社会福祉法第 4条に規定する地域福祉を推進するため、同法

第 107 条の規定に基づき策定する市町村地域福祉計画ですが、実効性の観点から、社会福

祉協議会が地域住民や社会福祉に関する活動を行う者等に呼びかけて地域福祉の推進を図

るために策定する民間の行動計画である「地域福祉活動計画」及び成年後見制度利用促進

法第 14条に規定する「成年後見制度利用促進計画」の 2つを包含し、3つの計画を一体的

に策定します。 

 

 

 

  

第4期室戸市地域福祉計画

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・介
護
保
険

事
業
計
画

関連計画 分野別計画

障
害
者
計
画

障
害
福
祉
計
画
・障
害
児
福
祉
計
画

再
犯
防
止
推
進
計
画

そ
の
他
生
活
関
連
分
野
の
計
画

男
女
共
同
参
画
プ
ラ
ン

地
域
公
共
交
通
計
画

地
域
防
災
計
画

等

第
3
期
地
域
福
祉
活
動
計
画

（室
戸
市
社
会
福
祉
協
議
会
）

「地
域
福
祉
計
画
」と

一
体
的
に
策
定

人口ビジョン・総合戦略室戸市総合振興計画

※成年後見制度利用促進基本計画を包含

健
康
増
進
計
画

子
ど
も
・子
育
て
支
援
計
画



 

12 

《本計画と特に関係が深い目標》 

１．貧困をなくそう 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。 

 

３．すべての人に健康と福祉を 

あらゆる状態や立場の人の健康的な生活を確保し、福祉を促進する。 

 

11．住み続けられるまちづくりを 

あらゆる状態や立場の人を受け入れるとともに、安全かつ強靱で持続

可能な地域社会を実現する。 

16．平和と公正をすべての人に 

すべての人に司法や公的制度へのアクセスを提供し、あらゆる状態や

立場の人を受け入れられる平和で公正な社会を実現する。 

(2) 計画の期間 

本計画について、計画期間を令和 4年度から令和 8年度までの 5年間とします。 

計画期間中においては、取り組み状況を定期的に点検・精査するとともに、国の動向や

社会情勢の変化等を踏まえて必要な修正を行うこととします。 

 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 
      

「第 4期室戸市地域福祉計画・第 3期地域福祉活動計画」 

 

      
 

 

８．本計画とＳＤＧｓとの関係 

 

SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）とは、2015年 9月の国連サ

ミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された 2030 年ま

での国際目標です。持続可能な世界を実現するための 17の目標・169のターゲットから構成

され、地球上の誰一人として取り残さないことを誓っています。日本でも積極的に取り組ま

れており、本市においても SDGsに参画できる取り組みを推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

次期計画 



第１章 はじめに 

13 

９．圏域の考え方 

 

地域福祉活動は、市内の各所で様々な取り組みが行われますが、その広さや大きさに応じ

た機能や役割があるため、本計画では、地域福祉活動を推進する範囲（圏域）を「市全域」、

「各地区」、「常会等」の 3つに定めます。 

 
 

レベル 各レベルの考え方 

市全域（第 1層） 市の総合的な施策・事業の範囲であり、市社協、各専門機関等と連携。 

各地区（第 2層） 地理的条件や生活環境に共通性がみられ、地域特性に応じた活動を行う。 

常会等（第 3層） 互いに顔のみえる最も身近な圏域であり、生活に密着した活動を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【市全域】

市役所や市社協等が地域全体の調整や、
全市的なサービスを提供する。

【各地区】

５地区あり、サロン活動等、地域特性に応じた
活動を展開する。

（佐喜浜・室戸岬・室戸・吉良川・羽根）

【常会等】

市民に最も身近な範囲。
見守りや防災活動等、
生活に密着した活動を行う。

連携

連携

常会
隣近所
家族 等

民生委員・児童委員
ボランティア、NPO団体 等

市役所、市社協

地域包括支援センター
福祉サービス事業者
各専門機関 等
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●●● コラム ●●● 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市には、各地区の身近な圏域で、近所付き合いや仲間同士の付き合い、井戸

端会議、茶話会等、たくさんの集まりや支えあいの場があります。本計画の取り

組みを通して、このような地域の“宝”を把握し、「いい活動やね」「こんな集ま

りがあったがや」と、市全体で共有していきたいと思います。 

普段当たり前のその集

まりや活動が、周囲や自

分自身にどれほど影響が

あり大切なものか、気づ

くことができる。 

気づき 

介護予防になる！ 
 

おしゃべりは認知症

予防になる 
 

いきがいができる 
 

情報交換の場になる 
 

互いの体調の変化に

気づける 
 

近隣同士の安否確

認、見守りができる 

各地区の様々な活動

を知る中で、自分達もで

きそう、やってみたいと思

うことをはじめましょう！ 

地域の“宝”です！ 

 

毎朝６時頃から缶

コーヒー片手に集

落のことや田んぼ

のことやら話しゆ

う。 

男だけの集まり。 

 

百歳体操のあとは

近くの商店に立ち

寄って 、お買い

物。大きいテーブ

ルを囲みおしゃべ

りタイム♪ 

 

室戸中央公園で

月水金にグラウン

ドゴルフをしてい

ます。健康のため

に楽しく続けてい

ます。新規参加者

募集中！ 

こんな 

効果が 

できることを 

見つけてはじめる 

身近な 「つながり」 や、自然な 「支えあい」 の場は 
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13,524 

11,658 

9,930 

8,347 

6,917 
5,644 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H27 R2 R7 R12 R17 R22

（人）

１．市の現状 
 

(1) 人口の推移 

 人口の推移を見ると、年齢三区分別では年少人口と生産年齢人口は減少し、老年人口は

増加しています。また、人口推計を見ると、今後も人口減少が続き、令和 22年の市の総人

口は 5,644人になると予測されます。 
 

◆人口の推移◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆人口の推移と推計◆ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

H10: 21,683
H15: 19,833

H20: 17,550

H25: 15,541*

R2: 13,036

2,914 2,093 1,543 1,183 889

13,467

11,914

9,934
8,092

5,700
5,302 5,826 6,073

6,232

6,447

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25 H27 H29 H31

総人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口

R2（年）

（０～14歳） （15～64歳） （65歳以上）

（人）

資料：総務省「住民基本台帳」※H7～H25 は各年 3 月 31 日時点、H26～は各年 1月 1 日時点 

※H25 は、外国人住民数が非公表または年齢不詳者があるため年齢３区分別の人口合計と総人口が一致しない 

出典：第２期室戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

※国立社会保障・人口問題研究所の平成 30 年時点の推計結果 
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(2) 人口の構成 

本市の人口の構成は、全国と比べて男女ともに 0～54歳の割合が低く、55歳以上の割合

は高くなっています。 

 

◆人口の構成（5歳区分）◆ 

 

  

0 1 2 3 4 5 6 77 6 5 4 3 2 1 0

（%） （%）

90歳以上

85～89歳

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳

0 1 2 3 4 5

安堵町（女性）

全国

奈良県

5 4 3 2 1 0

安堵町（男性）

奈良県

全国

5 4 3 2 1 0

安堵町（男性）

奈良県

全国

5 4 3 2 1 0

安堵町（男性）

奈良県

全国室戸市（男性） 室戸市（女性） 高知県 全国

資料：総務省「住民基本台帳」 

※令和 2 年 1 月 1 日時点 
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(3) 自然増減、社会増減の推移 

 自然増減（出生数と死亡数の差）と社会増減（転入数と転出数の差）は、それぞれ減少で

推移しています。 

 

◆自然増減の推移◆ 

 

 

◆社会増減の推移◆ 

 

  

-145 -138 -155
-187 -197

-223

-176

-229 -233 -241 -254 -236 -221-221

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30

自然増減数 出生数 死亡数

（人）

R1（年）

資料：総務省「住民基本台帳」 

※H6～H24 は各年 4 月 1 日～翌年 3 月 31 日、H25～は各年 1 月 1 日～12 月 31 日） 

-295
-345

-217
-116

-224 -203
-285 -326

-110
-176 -182

-102
-185 -160

-600

-400

-200

0

200

400
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800

1,000

1,200

H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30

社会増減数 転入数 転出数

（人）

R1（年）
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(4) 高齢者の状況 

高齢者数は近年、65～74歳までの方は減少していますが、75歳以上の方は増加傾向で推

移しています。また、高齢者を含む世帯の全体数は増加傾向にあり、特に高齢者の夫婦の

みの世帯とひとり暮らし世帯が増加している状況となっています。 

 

◆高齢者数の推移◆ 

 
 

 

◆高齢者を含む世帯数◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3,151 3,107 3,082 3,007 2,962

3,319 3,378 3,412 3,460 3,457

6,470 6,485 6,494 6,467 6,419

0

2,000

4,000

6,000

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

（人）

65～74歳 75歳以上

（前期高齢者） （後期高齢者）

資料：住民基本台帳（各年 9月 30 日時点） 

資料：国勢調査 

972 1,133 1,345 1,419 1,528

954
1,157

1,206 1,203
1,291

1,595
1,512

1,459 1,381
1,273

3,521
3,802

4,010 4,003 4,092

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（世帯）

ひとり暮らし 夫婦のみ 同居等
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要介護認定者数と認定率の推移をみると、認定者数は横ばいから増加傾向にあり、認定

率は平成 24年度の 20.5％から一旦減少したものの近年は再び増加に転じています。 

 

◆要介護認定者数・認定率の推移◆ 

 

 

 

  

132 116 136 141 155 140 160 138 131

154 157 137 135 160 157 129 152 166

211 222 228 240
254

225 237 215 243

257 239 238 212
201

230 218 245
246

197 181 190 186
183 177 171 167

179

169 191 157 164
170 177 200 199

197

160 175 172 167
151 151 157 170

161

1,280 1,281 1,258 1,245 1,274 1,257 1,272 1,286
1,323

20.5 20.1 19.5 19.1 19.5 19.2 19.5 19.8 20.4 

(20)

(15)

(10)

(5)

0

5

10

15

20

25

0

400

800

1,200

1,600

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年

11月末時点

（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率

（％）

資料：平成 24 年度から平成 30 年度：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」、 

令和元年度：「介護保険事業状況報告（3 月月報）」 

令和 2 年度：直近の「介護保険事業状況報告（月報）」 
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(5) 障がい者の状況 

身体障害者手帳は平成 28年度以降横ばい、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳は微増で

推移しています。また、年齢階層別でみると、身体障害者手帳は 65歳以上、療育手帳は 18

歳以上、精神障害者保健福祉手帳は 20歳以上でそれぞれ多くなっています。 

 

◆障害者手帳所持者数の推移◆ 

 

 

 

 

◆身体障害者手帳所持者の年齢階層別内訳◆ 
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1,255

1,219

1,214

1,230
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131

131

100
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平成27年度

平成28年度
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平成30年度

令和元年度

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

（人）

3

3

3

4

6

267

239

232

207

191

1,058

1,013

984

1,003

1,033

1,328

1,255

1,219

1,214

1,230

0 400 800 1,200

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

18歳未満 18～64歳 65歳以上

（人）

資料：室戸市（各年度末現在） 

資料：室戸市（各年度末現在） 
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◆療育手帳所持者の年齢階層別内訳◆ 

 

 

 

 

◆精神障害者保健福祉手帳所持者の年齢階層別内訳◆ 

 

  

9
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131
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0 20 40 60 80 100 120 140

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

18歳未満 18歳以上

（人）

3

3

1

2

3

97
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100
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109

0 20 40 60 80 100

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

20歳未満 20歳以上

（人）

資料：室戸市（各年度末現在） 

資料：室戸市（各年度末現在） 
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(6) 子どもの状況 

子どもの人口は全体として減少傾向にあります。また、ひとり親家庭については、平成

17年以降、減少で推移しています。 

 

◆子どもの人口の推移◆ 

  

 

 

 

◆父子・母子世帯の推移◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

344 341 338 308 283

459 413 407 386 369

481
452 422

398
386

1,284
1,206 1,167

1,092
1,038

0

500

1,000

1,500

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

（人）

０～５歳 ６～11歳 12～17歳

（就学前） （小学生） （中高生）

資料：住民基本台帳（各年 9月 30 日時点） 

資料：国勢調査 

133 138
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33 27

22

15
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117
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150

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（世帯）

母子世帯 父子世帯
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出生率は、国及び県と比較して低く推移しています。また、出生数は平成 25年には 71人

まで増加しましたが、それ以降は減少傾向にあります。 

 

◆出生数・出生率の推移◆ 
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（人／千人）（人）

室戸市出生数 室戸市出生率 高知県出生率 全国出生率

資料：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数 



 

26 

589 581 554 536 509

774 766 724 689 655
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（件）

新規相談受付件数 プラン作成件数

(7) 生活保護等の状況 

近年、被保護世帯・被保護人員・保護率はそれぞれ減少で推移しています。 

また、平成 26年度から開始された自立相談支援事業について、生活費や病気、失業に関

すること等、様々な相談が寄せられています。新規相談受付件数は令和元年度までは多少

の増減は見られましたが、令和 2 年度はコロナ禍の影響により大幅に増加しており、プラ

ン作成件数は平成 28年度以降、年々増加しています。 

 

◆生活保護世帯の推移◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆生活支援相談センターへの相談状況◆ 

 

 

  

資料：室戸市（各年度末時点） 

資料：室戸市（各年度末時点） 
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２．アンケートから見る住民等意識 

 

(1) 市民の意識調査について 

 本計画策定の基礎資料とするために「地域福祉に関する意識調査」を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査対象者数（配布数） 2,000票 

回収数 1,064票 

回収率 53.2％ 

 

■回答者の年齢 

「65～74歳」が 30.9％と最も高く、次いで、「50～64歳」（23.0％）、「30～49歳」（22.4％）

の順となっています。 

 

 

※ 次ページ以降で、特に着目すべき結果のみを抜粋して掲載します。  

8.6 22.4 23.0 30.9 13.9 1.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（ｎ=1,064）

18～29歳 30～49歳 50～64歳 65～74歳 75歳以上 無回答

（%）

▪ 調 査 対 象  18歳以上の市民（令和 2年 12月 22日時点） 

▪ 調査対象者数  2,000人（無作為抽出） 

▪ 調 査 方 法  郵送による調査票の配布・回収 

▪ 調 査 期 間  令和 3年 1月 8日～1月 22日 

▪ 調 査 内 容  ①あなたの自身のことについて 

②地域とのかかわりについて 

③福祉について 

④不安や悩み、相談先について 

⑤災害への備えや災害時の対応について 

⑥福祉に関する制度やしくみについて 

⑦福祉に関する情報や施策全般について 
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質問内容 ふだん近所や地域の人とどのようなつきあいをしているか 

 

年齢層別で見ると、若年層ほど「日常から親しくつきあいをしており、困ったときに助

け合える」の割合が低くなっています。 

 

 

 

質問内容 
地域での助け合いや支え合いの活動を活発にするにはどのようなことが 

必要と考えるか（複数回答可） ※グラフは上位 5番目まで 

 

 「日頃から近所や地域で助け合える信頼関係を築くこと」が 61.7％と最も高く、次い

で、「若者や子育て世代が地域に住み、地域活動にも積極的に参加してくれること」

（39.9％）、「家庭・学校・職場などで、助け合いや支え合いのこころを育むこと」（34.1％）

の順となっています。 
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24.2 
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26.1 
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31.4 
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14.2 

6.1 
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10.9 

5.3 

3.3 

1.4 
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9.7 
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7.6 

7.4 
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全体（ｎ=1,064）

18～29歳（ｎ=91）

30～49歳（ｎ=238）

50～64歳（ｎ=245）

65～74歳（ｎ=329）

75歳以上（ｎ=148）

日常から親しくつきあいをしており、困ったときに助け合える

たまに立ち話などをする程度のつきあい

会えばあいさつする程度のつきあい

つきあいはほとんどしていない

無回答

（%）

61.7 

39.9 

34.1 

22.5 

16.6 

0 20 40 60

日頃から近所や地域で助け合える信頼関係を築くこと

若者や子育て世代が地域に住み、地域活動にも積極的に

参加してくれること

家庭・学校・職場などで、助け合いや支え合いのこころを

育むこと

地域の人同士が交流できるイベントなどを、市や市社協が

支援すること

地域にボランティアなどの活動拠点や組織を整備すること 全体（ｎ＝1,064）

（%）
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質問内容 
近所や地域のつきあいやかかわりにおいて、困っている方がいれば手助 

けしたいことはあるか（複数回答可） ※グラフは上位 5 番目まで 

 

「高齢者や一人暮らしの方などの話し相手や相談相手になること」が 33.8％と最も高

く、次いで、「独居高齢者宅などへの日常の安否確認や見守り」（32.2％）、「高齢者や障が

い者宅などのゴミ出しなど」（27.4％）の順となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問内容 
自身が不安に思っていることや悩んでいることはあるか（複数回答可） 

※グラフは上位 5 番目まで 

 

 「自身や家族の介護のこと」が 27.2％と最も高く、次いで、「経済的なこと（世帯の収

入など）」（25.2％）、「身体的なこと（病気や障がいなど）」（24.8％）の順となっています。 

 

  

27.2 

25.2 

24.8 

17.6 

16.5 

0 10 20 30

自身や家族の介護のこと

経済的なこと（世帯の収入など）

身体的なこと（病気や障がいなど）

仕事に関すること

日常の交通・移動手段のこと
全体（ｎ＝1,064）

（%）

33.8 

32.2 

27.4 

16.7 

15.5 

0 10 20 30 40

高齢者や一人暮らしの方などの話し相手や相談相手になる

こと

独居高齢者宅などへの日常の安否確認や見守り

高齢者や障がい者宅などのゴミ出しなど

買い物や病院への送迎

買い物の代行 全体（ｎ＝1,064）

（%）
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質問内容 
居住地域について、どのようなことを不安・心配に思っているか 

（複数回答可） ※グラフは上位 5 番目まで 

 

「交通・移動手段が不便なこと」が 52.3％と最も高く、次いで、「少子高齢化の進行」

（51.7％）、「ひとり暮らし高齢者世帯の増加」（33.0％）の順となっています。 

 
 

 

 

 

質問内容 
自身が災害にあわれたとき、主にだれ（どこ）を頼りにするか（複数回答可） 

※グラフは上位 5 番目まで 

 

 「家族・親族」が 84.8％と最も高く、次いで、「近所の人」（27.3％）、「消防署・消防

団」（26.9％）の順となっています。 

 

 

  

52.3 

51.7 

33.0 

32.9 

30.2 

0 10 20 30 40 50 60

交通・移動手段が不便なこと

少子高齢化の進行

ひとり暮らし高齢者世帯の増加

緊急・災害時の体制

空き家の増加 全体（ｎ＝1,064）

（%）
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26.9 
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19.9 
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家族・親族

近所の人

消防署・消防団

市役所

友人 全体（ｎ＝1,064）

（%）
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質問内容 「成年後見制度」を知っているか 

 

「制度も内容も知らない」が 37.9％と最も高く、次いで、「制度は知っているが内容を

知らない」（34.5％）、「制度も内容も知っている」（23.6％）の順となっています。 

 

 

 

 

質問内容 
福祉に関する情報をどこから入手しているか（複数回答可） 

※グラフは上位 5 番目まで 

 

 「市役所の窓口や広報誌・お知らせ」が 49.8％と最も高く、次いで、「新聞、テレビ、

ラジオ」（39.8％）、「町内会・自治会の役員や回覧板」（20.8％）の順となっています。 

 

 

 

 

  

23.6 34.5 37.9 4.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（ｎ=1,064）

制度も内容も知っている 制度は知っているが内容を知らない

制度も内容も知らない 無回答

（%）

49.8 

39.8 

20.8 

19.5 

13.8 

0 10 20 30 40 50 60

市役所の窓口や広報誌・お知らせ

新聞、テレビ、ラジオ

町内会・自治会の役員や回覧板

家族・親族

近所の人や友人など 全体（ｎ＝1,064）

（%）
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質問内容 
福祉についてどのような情報を知りたいか（複数回答可） 

※グラフは上位 5 番目まで 

 

「福祉や健康全般について」と「高齢者や障がいのある人についての支援や福祉サー

ビス」が 29.2％で同率と最も高く、次いで、「介護保険制度について」（25.9％）、「介護

や福祉に係る事業所などのサービス」（19.4％）の順となっています。 

 

 

 

質問内容 
市や市社協に対して特にどのような施策や取り組みを行ってほしいか 

（複数回答可） ※グラフは上位 5 番目まで 

 

 「日常の交通や移動手段の確保」が 48.0％と最も高く、次いで、「手当や助成など、住

民に対する経済的支援の充実」（37.9％）、「在宅福祉サービスの充実」（36.1％）の順とな

っています。 

 

 

  

29.2 

29.2 

25.9 

19.4 

15.0 

0 10 20 30

福祉や健康全般について

高齢者や障がいのある人についての支援や福祉サービス

介護保険制度について

介護や福祉に係る事業所などのサービス

子どもへの支援や福祉サービス 全体（ｎ＝1,064）

（%）
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31.4 

28.3 
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日常の交通や移動手段の確保

手当や助成など、住民に対する経済的支援の充実

在宅福祉サービスの充実

施設サービスの充実

福祉に関する情報提供の充実 全体（ｎ＝1,064）

（%）
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(2) 関係団体調査について 

 常日頃からまちづくりや高齢者、障がい者、子ども・子育て等に対する様々な活動をさ

れている諸団体に対して、福祉に関する考えや意見をうかがいました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ご回答いただいた関係団体 

・社会福祉法人室戸市社会福祉協議会 

・室戸市あったかふれあいセンター（特定非営利活動法人 ぐりーと） 

・丸山長寿園（社会福祉法人 むろと会） 

・共同作業所むろとうみがめ（特定非営利活動法人むろとうみがめの会） 

・通所介護むえんの舎 相談支援しえんの舎（有限会社 村昌） 

・むろと・はまゆう園（社会福祉法人 室戸はまゆう会） 

・室戸市老人クラブ連合会 

・吉良川地区健康づくり婦人会 

・室戸地区健康づくり婦人会 

・居宅介護支援事業所 さんさん 

・居宅介護支援事業所 あおい 

・社会福祉法人吉良川保育協会 吉良川第一保育所 

・社会福祉法人むろと福祉協会 むろと保育園 

・社会福祉法人元保育協会 元保育所 

・むろと放課後児童クラブ 

・佐喜浜放課後子ども教室 

・中川内放課後子ども教室 

・羽根放課後子ども教室 

・元放課後子ども教室 

・道の駅キラメッセ室戸 直販所楽市 

・無記名（１事業所） 

  

▪ 調 査 時 期  令和 3年 3月 5日～3月 19日 

▪ 調 査 内 容  ①相談体制について 

②地域コミュニティへの支援について 

③住民同士が出会い参加できる場や居場所の確保について 

④分野を横断する共通の取り組みについて 
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■関係団体調査の結果 

 

 関係団体から寄せられた意見をもとに、次のように結果をとりまとめました。 

 

①相談体制について 

○相談内容の複雑化・複合化に対応できるよう、あらゆる相談を受け止めて適切な支援へ

とつなぐ包括的な相談支援体制の構築と、相談しやすい環境づくりが求められます。 

○専門人材の確保に加えて、関係機関や各種団体等のネットワークの構築と、継続的な情

報共有、意見交換の場の機会が求められます。 

 

②地域コミュニティへの支援について 

○地域コミュニティの活性化のため、地域住民がそれぞれの立場で地域活動に参加できる

きっかけづくりが必要です。 

○地域における助け合い・支え合いの推進のため、ボランティア参加のきっかけづくりや

人材育成等、地域レベルでのボランティアの意義の普及啓発に努める必要があります。 

 

③住民同士が出会い参加できる場や居場所の確保について 

○地域住民が身近な場所でサロン活動等を行えるよう、公共施設を含む既存施設の有効利

用や空き家等の活用を検討する必要があります。 

○少子高齢化の進展により、地域における多世代交流が減少しつつあることから、子ども

から高齢者まで幅広い年齢層の方が出会い参加できる交流の場づくりが必要です。 

 

④分野を横断する共通の取り組みについて 

○障がいのある人等をはじめ、様々な立場の方の就労や活躍の場の確保が最も求められて

おり、互いの立場や状況を地域住民同士で認め合うなかで、就労に資する新たな社会資

源の開拓や地域活動における活躍の場の提供等に努める必要があります。 

○制度の狭間の課題への対応が挙げられており、従来の縦割りの施策・事業だけでなく、

制度の狭間にある人の立場や状況を理解し、分野横断的に共通して取り組める支援を推

進する必要があります。  
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３．市の現状及び調査結果等から見える課題への取り組み 

 

市の現状や各種調査等から、把握した課題について次のように取り組みます。 

 

■市民意識調査より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■関係団体調査より 

 

 

 

 

 

 

 

 

■その他、取り組むべき課題 

 

○年齢にとらわれない地域活動への参加を促進する 

○成年後見制度の利用促進等による権利擁護を推進する 

○災害時における地域での支援体制づくりを推進する 

○日常の移動手段・買い物支援の確保のための取り組みを更に推進する 

○高齢者・障がい者等への在宅福祉サービスを充実させる 

○子育てに関する環境整備や支援等を充実させる 

○地域福祉活動を支える人材を育成する 

○社会参加・サロン活動等の場を提供し、住民同士の関係を築く機会を増やす 

○どのような相談でも受け止められる相談支援体制の構築に努める 

○制度と制度の狭間等、既存の仕組みや制度では支援が困難な世帯等へ対応を可能と

するよう努める 

○地域で活動するボランティア団体等の交流や情報交換の場づくりを推進する 

 

○地域福祉に対する理解の促進を推進するとともに、福祉に関する情報提供に努める 

○虐待や暴力の防止のために早期発見・早期対応できる体制づくりを更に推進する 

○障がい者や生活困窮者等への就労支援を充実させる 

○あらゆる感染症への対策を推進する 

〇地域ごとに住民同士で話し合うことのできる環境や場づくりに努める 

○行政における全庁的・分野横断的な支援体制づくりと市社協との協力・連携の強化

を推進する 
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１．計画の基本理念 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

本市では、これまでの地域福祉計画・地域福祉活動計画において、「住民参加の誰もが健康

で心豊かに安心して暮らせるまちづくり」を基本理念に掲げて様々な施策を実施してきまし

た。 

本計画においては、新たな基本理念となる「健康で心ゆたかに暮らし続けられる むろと

へ ～助け合い・支え合い 共に生きる～」を掲げて、福祉関連の個別計画を横断する総合的

な福祉施策を推進し、市民が個々の違いを認め、生きがいや役割をもち、助け合いながら暮

らすことのできる「地域共生社会」の実現をめざします。 

少子高齢化、核家族や独居高齢者・高齢者のみ世帯の増加、ライフスタイルの多様性にと

もない、一人ひとりが抱える生活課題も多種多様となっている現在、「地域共生社会」の実現

のためには、住民による福祉活動の推進や、複雑化・複合化した支援ニーズに対応できる包

括的な支援体制の強化が重要となります。 

住民同士に助け合い・支え合いの心が根づき、住民の誰もが幸せに暮らせる地域づくりを

めざして、この基本理念のもと、総合的で持続可能な福祉のまちづくりに取り組んでいきま

す。 

  

健康で心ゆたかに暮らし続けられる むろとへ 

～助け合い・支え合い 共に生きる～ 
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２．計画の基本目標 

 

本計画の基本理念を実現するため、次の 3つの基本目標を設定します。 

 
 

 

 

○学校や地域において、様々な福祉学習の機会を設け、思いやりの心を育成します。 

○互いの立場を認め合い、あらゆる立場の方に関する理解を促進するため、人権の尊重を

基本とし、心のバリアフリーの普及、啓発に努めます。 

○地域や近所付き合いの中で、福祉の心による助け合い・支え合いが実践できる人づくり

に取り組みます。 

○福祉サービスの担い手の確保と育成に努めます。 

〇地域活動等の担い手やリーダーの育成に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域住民が自主的に活動できるよう、住民による地域福祉活動や地域サロンの運営等を

支援します。 

○様々な福祉ニーズに対応できるよう、地域福祉活動を実践する住民やあらゆる団体等の

交流を促進し、地域福祉の輪を広げます。 

○近所での日常の助け合い・支え合いの心を醸成し、住民主体の地域福祉の取り組みを進

めます。 

○地域住民と各種団体やサービス事業者等の連携を一層深めるとともに、会議等による意

見交換・情報共有を図る等、地域ネットワーク機能の強化に努めます。 

  

【施策の方向】 

 １－１ 地域共生社会をめざす心の育成 

 １－２ 地域福祉を担う人材の育成 

基本目標１ 地域を支える福祉の人づくり 

基本目標２ 豊かに暮らせる地域づくり 
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〇地域課題や困りごとを住民同士で話し合い、解決するために考え、試みることができる

ように支援します。 

〇福祉分野のみではなく、市内のあらゆる機関との連携や協働により地域づくりを推進し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○相談を包括的に受け止め、支援する体制を整備していきます。 

○多機関との連携・協働による相談支援体制づくりに取り組みます。 

○災害時に配慮を要する方に対する避難支援体制の強化や福祉サービスの充実、公共施設

等におけるバリアフリーの推進等により、誰もが住みやすいまちづくりに努めます。 

○日常の移動手段や買い物支援を充実し、いつまでも住み続けられる地域づくりを推進し

ます。 

○様々な理由により困難を抱える方を支える仕組みづくりや、成年後見制度の利用促進等

に取り組むことで、セーフティネット機能の強化に努めます。 

 

 

 

  

【施策の方向】 

２－１ 地域共生社会をめざす地域づくりの推進 

２－２ 地域ネットワーク機能の強化 

【施策の方向】 

 ３－１ 生活課題解決に向けた相談支援体制整備 

３－２ 福祉サービスの充実 

 ３－３ 安全・安心なまちをめざす取り組み 

基本目標３ みんな安全・安心 福祉のまちづくり 
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３．施策体系 

 

《基本理念》

① 福祉教育の推進

② 多様性を認め合う心のバリア

フリー化

《基本目標》

１-１ 地域共生社会をめざす

心の育成

① ボランティアの育成

② 地域福祉活動の担い手の育成

１-２ 地域福祉を担う

人材の育成

① 見守りの充実

② 居場所と交流の拠点づくり

③ 支え合える地域づくり

２-１ 地域共生社会をめざす

地域づくりの推進

① 地域組織の活動支援

② 地域ネットワークの充実

２-２ 地域ネットワーク

機能の強化

① 相談支援体制の充実

② 多機関との連携・協働

③ 様々な困難を抱える人への支援

④ 権利擁護の推進

３-１ 生活課題解決に向けた

相談支援体制整備

① 災害時の支援体制と感染症対策

の推進

② 誰もが住みやすいまちづくり

３-３ 安全・安心なまちを

めざす取り組み

① サービス提供体制の充実

② 福祉サービス人材の確保
３-２ 福祉サービスの充実

地
域
を
支
え
る

福
祉
の
人
づ
く
り

豊
か
に
暮
ら
せ
る

地
域
づ
く
り

み
ん
な
安
全
・
安
心

福
祉
の
ま
ち
づ
く
り

《施策の方向》 《基本施策》

健康で心ゆたかに暮らし続けられる むろとへ

～助け合い・支え合い 共に生きる～

１

２

３
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基本目標１ 地域を支える福祉の人づくり 

 

施策の方向１－１ 地域共生社会をめざす心の育成 

 

 

 

 

 

 

 

◆基本施策① 福祉教育の推進 

 

本市では、地域住民一人ひとりが幸せや豊かさを実感して人生を過ごせることをめざして、

保育・学校教育や生涯学習の場での福祉教育を推進しています。 

 

施策の内容 

（１）保育・学校教育における福祉教育 

・次代を担う子どもたちが幼少期から福祉や地域福祉の取り組みに共感が持てるように、

老人クラブとの交流（ニュースポーツ、音楽療法、花の寄せ植え等）をはじめ、様々な地

域住民との交流を通して、福祉への学びに取り組みます。 

・職場体験、高齢者疑似体験等の体験学習や講話等により、小・中学校の児童生徒に対し

て福祉や障がいに対する理解を促進します。 

 

 

○地域住民の一人ひとりが福祉に対する関心をさらに高めて地域づくりを促進する必要

があることから、児童生徒やその親世代、高齢者等、あらゆる人に開かれた福祉の学び

の機会を設けていく必要があります。 

○人権とは、私たちが幸せに生きるための権利であり、人種や民族、性別等に関わらず一

人ひとりに備わった権利です。人権教育や人権に関する啓発等により、違いを認め互い

の立場を尊重できる環境づくりを推進する必要があります。 

老人クラブとの交流（音楽療法、花の寄せ植え） 
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（２）生涯にわたる福祉への学び 

・誰でも参加することができる講座や講演会、高齢者疑似体験等の一般向け体験学習の機

会を提供し、住民が福祉に関して学ぶことができる機会の提供により、福祉に対する意

識を高めます。 

 

施策を推進するための主な役割 

地域住民 

・地域において福祉に関する理解を深め、関心を持ちましょう。 

・地域や近所付き合いの中で、困っている人がいたら、互いに助け

合い、支え合うよう思いやりの心を持ちましょう。 

・福祉に関する学びの機会に積極的に参加しましょう。 

社会福祉協議会 

・社協だよりやホームページ等で福祉の学びに関する情報を発信し

ます。 

・地域における福祉の学びの機会を提供・支援します。 

・小・中学校における高齢者・障がい者の疑似体験学習、福祉や障

がいをテーマとした講話を実施します。 

市 

・広報むろとやホームページ等で福祉の学びに関する情報を発信し

ます。 

・学校教育の場における福祉の学びの機会を提供・支援します。 

・地域学校協働活動により、地域住民と子どもや学校の一体的な活

動や、世代間交流により、子どもたちの地域（福祉）への関心度

を高めます。 

・住民向けに地域づくりや介護予防、障がい者理解促進等の研修を

開催し、地域福祉や介護予防について考える機会を設けます。 
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◆基本施策② 多様性を認め合う心のバリアフリー化 

 

本市では、高齢者、障がい者、女性、子ども・子育て家庭、生活困窮者等、あらゆる立場の

方に関する人権の啓発と人権教育の推進、差別の解消や男女共同参画社会の推進等、様々な

取り組みを進めています。あらゆる人や立場を大切にする福祉のまちづくりを推進するため、

これからも人権に関する取り組みを進め、多様性を認め合える心のバリアフリー化につなげ

ます。 

 

施策の内容 

（１）あらゆる人権問題の解消に向けた取り組み 

・家庭、地域、学校、職場等における人権問題の解消に向けた啓発や男女共同参画の推進

のため、広報誌や市民館だより、ホームページ等による広報や啓発の充実に努め、人権

に関する理解の促進と人権の尊重につなげます。 

・市内に６か所ある市民館を拠点に、日常の市民館活動により地域住民との連携を深める

とともに、地域におけるゆるやかな見守りを行います。 

（２）学校における人権教育 

・次代を支える子どもたちに対して人権に関する正しい理解を深め、違いを認め、人権を

尊重できる子どもたちの教育に取り組みます。 

 
  

施策を推進するための主な役割 

地域住民 

・地域において人権に関する理解を深め、互いを尊重する心を育み

ましょう。 

・人権に関する学びの機会に積極的に参加しましょう。 

社会福祉協議会 
・地域へのサービスについて、職員の人権意識を高めることにより、

人権に配慮したサービスの提供に努めます。 

市 

・広報むろとやホームページ等で人権に関する情報を発信します。 

・学校や地域における人権の学びの機会を提供・支援します。 

・市民館活動や講演会の開催、街頭での啓発等を通して、人権啓発

に取り組みます。 

・市職員に対して人権教育を行い、人権意識の向上に努めます。 
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施策の方向１－２ 地域福祉を担う人材の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆基本施策① ボランティアの育成 

 

住民のボランティア意識の向上と担い手の育成のため、市社協（ボランティアセンター）

と連携して、幅広い年齢層がボランティアに関われるよう様々な事業や支援を行うとともに、

住民の力をボランティア活動に生かせる環境づくりを進めます。 

 

施策の内容 

（１）地域活動へのきっかけづくり 

・ボランティアセンターの機能を強化し、ボランティアへの参加のきっかけとなる研修や

イベント等を開催し、ボランティア活動への理解と参加の促進を図ります。 

（２）ボランティア活動の担い手の育成 

・世代を問わず誰でも気軽に取り組めるよう、各種団体、福祉事業者等と連携して、ボラ

ンティアの担い手の育成を行います。 

（３）ボランティア活動の機会の拡大 

・ボランティアセンターとして、住民が身近な地域でボランティア活動ができるよう、手

助けを必要としている人とつなぎ、また、各種ボランティア団体の情報交換の場をもう

けることにより、地域で助け合える仕組みを拡大します。 

 
  

○本市では、少子高齢化や人口減少に伴い地域福祉活動の担い手不足が問題となっていま

す。日常生活における地域での助け合い・支え合いのために、地域福祉に関する担い手

の育成は喫緊の課題と言えます。 

○地域の様々な福祉課題の解決に向けて、地域でのボランティア活動への意識の醸成や定

着をめざして取り組みを進める必要があります。 

○地域福祉活動に対する担い手不足の解消のために、元気な高齢者等の参加に加えて、若

い世代の参加を促進する必要があります。 
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施策を推進するための主な役割 

地域住民 ・ボランティア活動に興味を持ち、積極的に参加しましょう。 

社会福祉協議会 

・ボランティアセンターの体制を整備し、機能強化に努めます。 

・ボランティア活動について、社協だよりやホームページ等で情報

発信します 

・個人や団体のボランティア活動を把握し、ボランティア活動の参

加促進と団体間の連携に努めます。 

市 

・地域の美化・清掃活動等を通して、地域住民にボランティア意識

を育む機会を提供します。 

・見守りや地域での支え合い活動で、ボランティアが活躍できるよ

う、ボランティアセンターと連携します。 

・市社協と連携して、ボランティアセンターの体制整備及び運営を

支援していきます。 

 

 

◆基本施策② 地域福祉活動の担い手の育成 

 

助け合い・支え合いの考え方による住民の主体的な地域福祉活動の推進を図るため、地域

におけるキーパーソンやリーダーの育成を進めます。また、ＰＴＡ活動等だけではなく、常

会等においても、若い世代が積極的に関わることができる環境づくりを進め、多様な世代が

共に地域の担い手となれる環境づくりに努めます。 

 

施策の内容 

（１）地域福祉活動の担い手の育成 

・常会等の地域組織、民生委員・児童委員、また地域における高齢者や児童生徒への住民

同士の見守り活動の担い手の育成に積極的に取り組みます。 

・たすけあい・さわやかサポーター等、市の事業を協働して実践する担い手の育成と活動

の場づくりに努めます。 

（２）地域における各種団体の活動促進 

・常会等の地域組織や地域活動を行う各種団体、老人クラブ等について、住民主体の活発

な活動が維持されるよう共に努めます。 

  



 

50 

施策を推進するための主な役割 

地域住民 

・住民一人ひとりが、助け合い・支え合いの気持ちを持ち、地域の

担い手であることを意識しましょう。 

・若い世代の方も、常会等の地域組織活動や見守り等の地域福祉活

動に積極的に取り組みましょう。 

社会福祉協議会 

・市内で取り組まれている地域福祉活動について、社協だよりやホ

ームページ等で情報発信します。 

・市社協で民生委員・児童委員及び老人クラブの事務局活動を通じ

て、地域包括支援センター及び市関係課等との連携を図り、各地

域における活動を拡大します。 

市 

・市内で取り組まれている地域福祉活動について、広報むろとやホ

ームページ等で情報発信します。 

・民生委員・児童委員、たすけあい・さわやかサポーター等、地域

福祉活動の担い手の育成に努めます。 

・地域福祉活動が促進されるよう、地域住民や各種団体の活動を支

援します。 

・地域活動の担い手の育成のための体制や仕組みづくりに取り組み

ます。 
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基本目標２ 豊かに暮らせる地域づくり 

 

施策の方向２－１ 地域共生社会をめざす地域づくりの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆基本施策① 見守りの充実 

 

住み慣れた地域で誰もが生涯にわたり安心して暮らすことができるよう、また、支援を要

する人が地域のなかで孤立することのないように努める必要があります。日常からのあいさ

つ・声かけをはじめ、支援を必要とする人の情報把握等により、互いの違いを認め合いつつ

地域でのゆるやかな見守りを推進します。 

 

施策の内容 

（１）あいさつ・声かけ活動の充実 

・日常の近所付き合いにおけるあいさつや声かけ等、地域の人を気にかける関係づくりに

よる、ゆるやかな見守りにつなげます。 

（２）要配慮者等への見守り 

・高齢者、障がい者、子ども・子育て家庭等、配慮の必要な方に対して、民生委員・児童委

員や関係機関、地域組織と連携して見守りを行い、緊急時や災害時には必要な支援につ

なげます。 
   

○高齢者や子ども等に関する見守りや担い手の育成、関係団体や事業者との連携、日常の近所

付き合いにおけるあいさつ等を通して、地域での見守り活動を活発にすることにより、安

全・安心な地域づくりを進める必要があります。 

○地域住民のつながりが希薄にならないよう、サロンの開催や居場所づくりを行うことによ

り交流が促進されることが求められています。 

○高齢者、障がい者、子ども・子育て家庭等、あらゆる状態・立場の方や多様なライフスタイ

ルを互いに認め合いながら地域で住み続けられるよう、日常の近所付き合いのなかでの助

け合い・支え合いの心を醸成する必要があります。 



 

52 

（３）見守り活動の担い手の養成 

・認知症サポーター（認知症を正しく理解して、認知症の人や家族を温かく見守る応援者）

やゲートキーパー（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につな

げ、見守る人）の養成に取り組みます。 

（４）地域の事業者との連携 

・郵便局・ガス・電気・新聞配達・配食等の事業者と見守りネットワーク事業の協定を結

び連携して、地域住民の自宅の異変の察知や要配慮者の見守り等を行います。 

（５）児童生徒の見守り 

・子どもを交通事故や犯罪から守るため、登下校時を中心とした民生委員・児童委員によ

る青色回転灯パトロールやスクールガードリーダーによる見守り等、通学路や生活道路

における見守りを行います。 

 

 

施策を推進するための主な役割 

地域住民 

・日常の近所付き合いにおけるあいさつや声かけを行い、互いのこ

とを気にかけるようにしましょう。 

・常会や民生委員児童委員協議会、老人クラブ、婦人会、消防団等、

地域で活動する様々な団体で、高齢者や障がい者等の要配慮者に

対する見守りを行いましょう。 

・子どもの安全・安心のため、住民が主体的に見守り活動を行いま

しょう。 

・認知症サポーターやゲートキーパー等への理解を深め、困ったり

悩んだりした時には、相談できることを知っておきましょう。 

福祉事業者 
・専門性を生かして、地域や関係機関と連携しながら見守り活動に

取り組みましょう。 

社会福祉協議会 
・民生委員・児童委員及び老人クラブの活動を通して、住民同士の

見守りや気になる人の情報を適切な支援につなげます。 

市 

・地域住民や地域組織、事業者等による様々な見守り活動を支援し

ます。 

・民生委員・児童委員の活動を支援します。 

・住民同士の見守りである認知症サポーター、ゲートキーパー、ス

クールガードリーダー等の養成に努めます。 
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◆基本施策② 居場所と交流の拠点づくり 
 

身近な地域における居場所について、どのような方でも参加できる雰囲気やきっかけづく

りが必要であり、地域住民の交流の拠点として重要なものと考えます。そのため、居場所づ

くりの支援を行い、地域福祉に関する活動が活発になるよう努めます。また、次代を担う子

どもをはじめ、すべての住民が健やかに暮らすことができる環境づくりを進めます。 

 

施策の内容 

（１）地域における集いの場 

・年齢や属性にとらわれず、誰でも参加できる集いの場づくりを支援し、集うことによる

地域のネットワークづくりやゆるやかな住民同士の見守りを支援します。 

（２）高齢者の集いの場の充実 

・介護予防を目的とし、百歳体操等の活動が自主的に展開されるよう、活動を支える地域

住民やボランティアとの協働により、多くの高齢者に介護予防活動への参加を促します。 

（３）子どもの居場所づくり 

・放課後児童クラブや放課後子ども教室の実施、子ども食堂（室戸えがお食堂）等により、

子どもの居場所の充実に取り組みます。 

（４）子を持つ親の交流の場づくり 

・つどいの広場（子育て＆プレママひろば）をはじめとする子ども・子育て支援事業等を

通して、同年齢の子を持つ親同士の交流を促進し、地域における子育てを支援します。 

（５）市民館の拠点機能の充実 

・各市民館で開催される各種教室やデイサービス事業等により、住民の憩いと交流の拠点

としての機能を継続します。 

（６）あったかふれあいセンターの機能の充実 

・誰でも通える場として、介護予防・認知症予防運動や、音楽レクリエーション、各種イ

ベント、買い物支援、訪問活動等を通じ、地域福祉の拠点として地域の課題やニーズに

沿った福祉サービスを提供します。 

（７）スポーツ・レクリエーションによる交流の促進 

・レクリエーション活動等支援事業（地域生活支援事業（国庫事業））による「むろパラ」

の実施や各種大会への参加により、障がいのある人への理解促進と参加支援を行います。 

・グランドゴルフやペタンク、ニュースポーツ等の市民スポーツの普及に努め、地域にお

ける住民同士の交流を促進します。 
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施策を推進するための主な役割 

地域住民 

・常会等において、みんなで気軽に集える場や機会を作りましょう。 

・集いの場や交流の場に積極的に参加しましょう。 

・ひとり暮らしの方や閉じこもりがちな方等にも参加してもらえる

よう、声かけや配慮を行いましょう。 

・集える場や機会を通して、地域の情報共有や配慮が必要な方の状

態の確認等を行うようにしましょう。 

福祉事業者 

・可能であれば、施設のスペースを地域の居場所として貸す等の取

り組みや、地域住民も参加できる祭りや各種イベント等を開催す

る等に取り組みましょう。 

社会福祉協議会 
・地域の居場所で発見・把握された課題を行政や関係機関と共有し、

連携して課題の解決に取り組みます。 

市 

・げんきクラブコーディネーターによる介護予防活動や百歳体操等

への継続支援を行います。 

・地域における仲間づくり・居場所づくりに取り組みます。 

・子育て環境の充実や障がい者に対する理解促進と社会参加に取り

組みます。 

・市民館活動を広報するとともに、生涯学習活動や高齢者向けの福

祉サービスの充実に取り組みます。 

・あったかふれあいセンターの様々な活動について周知し、住民が

センターを十分に活用するよう促します。 

・スポーツ・レクリエーション活動の充実に努め、住民の健康増進

と交流を促進します。 
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◆基本施策③ 支え合える地域づくり 

 

地域における地域住民同士の情報共有と意見交換のなかで、課題の抽出、解決への取り組

みを促進するとともに、助け合い・支え合うことのできる地域づくりを進めるため、地域の

関係機関と協議、検討を行っていきます。 

 

施策の内容 

（１）自分が暮らしたい地域を作るための住民等による話し合い 

・地域組織等においての課題や悩みを住民同士で話し合いながら、解決に向けてできるこ

とから取り組める仕組みを構築するための支援を行います。 

（２）日常の情報共有・意見交換の促進 

・常会等の地域組織の会合や、ふだんの近所付き合いにおける情報共有と意見交換により、

地域の活性化を推進します。 

・住民の活動の場での交流を通して、地域住民同士の情報共有や意見交換ができるよう促

します。 
     

施策を推進するための主な役割 

地域住民 

・地域組織の諸活動や日常の近所付き合いにおいて、近隣の方と関

わりを持ちましょう。 

・課題や悩みについて、住民同士でも取り組めることがないか検討

してみましょう。 

社会福祉協議会 

・地域の課題を住民と共有し、住民主体で解決に向けて取り組める

よう支援し、専門職や行政による支援が必要な場合は、適切な機

関につなぎます。 

・住民同士の話し合いの場づくりを支援します。 

市 

・常会等の地域組織の会合や、集いの場における近隣住民との茶話

会等を利用して情報共有や意見交換の場づくりを支援します。 

・身近な地域で課題を解決する仕組みを構築できるよう市社協と連

携し、住民や民間団体等を支援し、包括的に課題を解決できるよ

う推進します。 

・生活支援コーディネーターを配置し、地域住民が連携して困りご

とを解決する活動に取り組める体制づくりを整備します。 
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室戸市 地域共生社会に向けた包括的な支援体制（支え合える地域） 

 

  

常
会

等

地

区

●見守り活動

（民生委員による見守り、おとどけ屋等事業者による見守り等）

●居場所づくり

（百歳体操、げんきクラブ、老人クラブ、集落活動センター、

地区婦人会等）

●常会活動、その他自主防災活動等

地域住民

参加・支援

Ａ地区

生活支援
コーディ
ネーター

市社協

各団体
地区組織

連携・協働

市
地区担当

民生委員

公民館等

放課後児童
クラブ等

まずは、
話し合って
みよう！

相談 支援・助言

連携市社協 生活支援コーディネーター

・常会や地区では

解決できない課題

・制度の狭間の

困りごと等

市社協
（ボランティアセンター）

市

福祉・介護事業所

NPO 民児協

地域包括支援
センター

学校・保育所 病院

企業・商店

商工会

あったか
ふれあい
センター

ハローワーク

サポステ

相談支援事業所

警察

生活支援相談
センター

司法

連携・協働

連携市社協 生活支援コーディネーター

Ｂ地区

生活支援
コーディ
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市社協

各団体
地区組織

連携・協働

市
地区担当

民生委員

市役所

放課後児童
クラブ等

地域住民、民生委員、ボランティア等による地域支え合い活動

常会や地区では解決で

きない課題や制度の狭

間の困りごとの解決に

向けて、多機関と連携

協働できる体制の整備

（新たな連携先として

想定：商工会、企業、

商店、ボランティアセ

ンター）

住民に身近な圏域

で、地域生活課題

に関する相談を包

括的に受け止める

体制の整備

市

住民に身近な圏域

で、住民が主体的

に地域課題を把握

して解決を試みる

ことができる環境

の整備

市

市

相談 支援・助言
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施策の方向２－２ 地域ネットワーク機能の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆基本施策① 地域組織の活動支援 

 

地域における自発的な助け合い・支え合いを推進するため、地域組織の意義を再確認する

とともに、地域組織の活性化により住民同士の連携と絆を強めることにより、地域力の再強

化に取り組みます。 

 

施策の内容 

（１）地域組織への参加促進 

・常会をはじめ老人クラブ、婦人会等の団体への参加を促進するため、地域組織の必要性

とその活動の有効性を発信していきます。 

（２）地域組織の活動、立ち上げの支援 

・市や市社協等が連携し、常会をはじめ老人クラブ、婦人会等の地域組織の既存の活動の

維持や、新たなつながりによる組織を立ち上げる団体等を様々な面から支援します。 
 
  

○本市では、少子高齢化や担い手不足、ライフスタイルの多様化や近所付き合いの希薄化等か

ら、常会をはじめ老人クラブ、婦人会等の地域組織への加入率は低下傾向にあり、地域力の

脆弱化の一つの要因になっています。そのため、改めて地域福祉の観点から地域組織のあり

方を検討し、住民一人ひとりが役割を持ち参加する等、地域の活性化やそのための取り組み

が必要です。 

○地域ケア会議（高齢者分野）、室戸市自立支援協議会（障がい者分野）、要保護児童対策地域

協議会（子ども・子育て分野）や、保健・福祉・医療等の関係者のネットワーク化に加え、

コーディネーターを中心に地域における生活支援体制の構築等を進め、地域課題の共有と

関係者間での顔の見える関係づくりにより、福祉課題の解決に向けた取り組みを進める必

要があります。 

○児童虐待や高齢者虐待の早期発見・早期解決のためには、地域の多機関の連携が必須であ

り、関係機関による定期的に会議を行う等、日頃から顔の見える関係づくりや情報共有が重

要です。 
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施策を推進するための主な役割 

地域住民 

・常会をはじめ老人クラブ、婦人会等への積極的な参加に努めまし

ょう。 

・地域組織の諸活動に積極的に参加し、ひとり暮らしの方や閉じこ

もりがちな方等にも参加してもらえるよう、声かけや配慮を行い

ましょう。 

・地域組織での活動や交流の機会を通して、地域での情報共有や配

慮が必要な方の状態の確認等を行うようにしましょう。 

社会福祉協議会 

・福祉の視点から地域組織と関わり、福祉に関係するイベントやサ

ロン等の開催に努めるとともに、支援を必要とする方の把握や情

報共有により、地域組織の活性化につなげます。 

・各種組織の事務局活動や地域での懇談等を通じて、積極的に住民

と関わりを持ち、住民と顔の見える関係を構築していきます。 

市 

・常会をはじめ老人クラブ、婦人会等の活動を支援します。 

・常会をはじめ老人クラブ、婦人会等の地域組織の現状や課題の把

握に努め、地域住民と共に地域組織のあり方を検討していきま

す。 

 

 

◆基本施策② 地域ネットワークの充実 

 

地域包括ケアシステムの推進による地域共生社会の実現に向けて、地域福祉に関係する団

体や関係者が顔の見える関係となり、地域住民の多様で複層的な悩みや困り事を各種会議や

協議会等で把握・情報共有するとともに、市社協の機能強化や民生委員・児童委員との連携

を強化し、地域課題の解決に向けた動きを進めていきます。 

また、地域における虐待等の発見や問題解決のため、関係機関によるネットワークの体制

強化に努めます。 

 

施策の内容 

（１）地域課題の把握と情報共有 

・地域ケア会議や室戸市ネットワーク会議をはじめとする多職種による会議や協議会等

で、地域組織と行政や市社協及び各関係機関によるネットワークを構築し、福祉に関す

る情報共有や連携の強化を図ります。 
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（２）ネットワーク機能の充実 

・地域組織や民生委員児童委員協議会、老人クラブ連合会、ボランティア団体、NPO 法人

等、あらゆる関係者の連携協働のためプラットフォームとしての役割を果たします。 

・地域における生活支援体制の整備に取り組みます。 

（３）虐待防止・解決のためのネットワーク 

・定期的な会議開催や日頃からの連携により、問題解決のための各機関のネットワークを

構築し、必要な役割分担等により問題の早期の解決につなげます。 

        

施策を推進するための主な役割 

地域住民 
・高齢者、障がい者、子ども・子育て家庭等、様々な方への支援に

ついて、当事者目線での支援のあり方を考えましょう。 

社会福祉協議会 

・地域組織や各種団体と連携して、地域の情報と課題を共有し解決

に向けた支援体制を構築するネットワークづくりに取り組みま

す。 

・地域組織や「ネットワーク会議」等で、地域の課題や困り事が共

有できるように努めます。 

市 

・市社協と連携して、地域組織の諸活動で発見・把握された問題を

関係機関と共有することに努め、関係機関と連携・協働して地域

課題の解決に取り組みます。 

・各地区の地域学校協働活動を通じて地域の人々や学校等、あらゆ

る機関とつながり、地域として子どもたちを見守り育てていくた

めのネットワークづくりを推進します。 

・児童虐待については「要保護児童対策地域協議会」において、代

表者会や実務者会を行い、各機関の顔の見える関係やネットワー

クづくりに努めます。 

・高齢者の虐待については、地域包括支援センターを中心に解決の

ための支援を行いますが、連携が必要な機関について、必要な時

には連携ができるよう日頃から関係性の構築を推進します。 
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●●● コラム ●●● 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

民生委員・児童委員の活動について 

本市では、各地区（第２層）の圏域をベースとし、民生委員・児童委員

が活動しています。 

一人暮らしのお年寄りの見守りの他、青色防犯パトロールや登校時の

子どもの見守り活動、地域での相談活動等、地域が元気になる活動を行っ

ています。 

旧正月おせち弁当配布 

室戸の子交流大会 

市内福祉関係事業所への訪問 
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基本目標３ みんな安全・安心 福祉のまちづくり 

 

施策の方向３－１ 生活課題解決に向けた相談支援体制整備 

 

 

 

 

 

 

 

◆基本施策① 相談支援体制の充実 
 

身近な地域の相談相手として民生委員・児童委員等の住民等による相談支援活動の周知を

図るとともに、行政窓口、市社協、各専門相談機関の周知及び機能強化と職員の資質の向上

に努め、多様な相談内容であっても受け止めて適切な支援へとつなぐ相談支援体制をめざす

取り組みを推進します。 
 

施策の内容 

（１）支援が必要な人を支援につなげる体制づくり 

・民生委員・児童委員をはじめ地域で活動する人と連携し、支援が必要な人の把握に努め、

積極的に支援につなげます。また、必要に応じて行政や専門機関等につなげます。 

・市社協や地域包括支援センターと連携協力し、支援が必要な人の情報の把握に努め、必

要な支援を行います。 

（２）市社協における相談支援の充実 

・生活支援相談センターでは、あらゆる人の生活困窮等に関する悩みや心配ごとの相談を

ワンストップの窓口として包括的に受け付け、必要に応じて適切な機関につなげます。 

・経済的に困窮している人等に対して、食料品や生理用品の支援を行い、自ら相談や支援

につながることができない人を支援につなげます。 

・障害者相談支援センター「むろと」や地域包括支援センターにおいて、障がい者や高齢

者の生活に関する困りごとを受け付け、適切なサービスや社会参加へつなげます。 

・弁護士による専門的な法律相談（奇数月・予約制）を無料で実施します。 

 

 

○少子高齢化や独居高齢者・高齢者のみ世帯の増加、若者・壮年の就労形態の変化やライフス

タイルの多様性に伴って、一人ひとりが抱える課題も多種多様で複層化し、単一の制度のみ

みでは課題の解決が難しくなっています。 

○住民一人ひとりの悩みや困り事を包括的に受け止め、庁内連携等により複雑で多様化した

生活課題の解決のため、適切な支援につなげる等、縦割りでない横断的・包括的な支援が求

められています。 
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施策を推進するための主な役割 

地域住民 
・悩みや困り事があるときは一人で抱え込まずに、民生委員・児童

委員や行政、市社協等へ相談するようにしましょう。 

社会福祉協議会 

・社会福祉協議会で行っている各種相談事業等について、社協だよ

りやホームページ等で周知します。 

・住民の各種活動への支援を通じて、悩みや困り事の把握に努めま

す。 

・生活支援相談センター及び障害者相談支援センターで受けた相談

や困りごとを適切な支援へつなげます。 

・地域包括支援センターにおいて、高齢者に関する相談や困りごと

または家族等の問題についても、適切な機関へつなげます。 

市 

・制度や相談窓口に関する一覧表等の資料を作成し、住民への周知

に努めます。 

・庁内の福祉関連部署以外においても相談の入口として生活課題等

の把握や解決に必要な視点を持てるように、研修や庁内協議を行

い、縦割りではない包括的な問題解決に努めます。 

・あったかふれあいセンターにおいて住民の相談に応じ、必要に応

じて適切な機関につなぐことができるように取り組みます。 

・自ら相談に来ることができない人の把握に努め、必要に応じて情

報を共有することにより、支援につなげます。 

 

 

◆基本施策② 多機関との連携・協働 

 

個人に起こりうる問題の複雑化、多様化により支援が必要な人や世帯が増加していますが、

問題の根本的な解決が難しく、継続的な伴走型の支援が必要となってきています。 

また居場所と交流の場づくりや住民の課題解決のための地域ネットワークの構築について

も、多機関との連携や協働を重視することにより、多様な見守りや支援の重層化を図り、柔

軟に対応できる支援体制や地域づくりをめざします。 

 

施策の内容 

（１）包括的な相談支援での連携、協働 

・各相談窓口で受けた相談や地域活動等のなかで把握した情報により、支援が必要な人や

世帯への支援を関係機関との連携や協働により行います。 
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（２）地域づくりにおける多機関連携、協働 

・地域住民だけでは解決できない課題や制度の狭間への対応について、多機関との連携協

働を強く意識して取り組みます。 

（３）「地域ケア会議」の開催 

・高齢者の支援のために多職種（薬剤師・理学療法士・管理栄養士・歯科衛生士・ケアマネ

ージャー・保健師等）のアドバイザーからなる地域ケア会議を定期的に開催し、事例の

検討等による情報共有・意見交換等を通して地域課題の抽出に努め、多職種、多機関の

連携により庁内連携のもと解決するための施策を講じることができるよう努めます。 

（４）福祉サービス事業者等との情報共有 

・行政と市社協、福祉サービス事業者等との意見交換の場を定期的に開催し、各地域の現

状と課題を情報共有します。 

 

施策を推進するための主な役割 

地域住民 

・常会などの地域組織において、困りごとを解決する必要があると

きは、他の団体や市社協等に相談し、一緒に解決できるように連

携することを意識しましょう。 

社会福祉協議会 

・支援調整会議等の場を活用し、地域の専門職や関係機関との連携、

協働に努めます。 

・支援に必要な個別ケース会や生活困窮者自立支援事業の調整支援

会議等により、関係機関との情報共有や連携に努めます。 

・生活困窮者自立支援事業にもとづく支援において、多機関との協

働に努めます。 

市 

・地域での課題解決に向けて庁内や市社協だけではなく、市内のあ

らゆる機関との連携・協働による取り組みを推進します。 

・庁内の連携をはじめ、関係機関との連携により制度の狭間等や支

援が困難な人への支援を行うために、分野を超えた協働やネット

ワークづくりを進めます。 

・高齢者支援における「地域ケア会議」の開催により、地域課題の

抽出を行います。 

・市社協や事業所、地域組織と連携して、高齢者、障がい者、生活

困窮者等の悩みや困り事を把握し、適切な情報共有に努めます。 
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◆基本施策③ 様々な困難を抱える人への支援 
 

住み慣れた地域で誰もが生涯にわたり安心して暮らすことができるよう、また、支援を必

要とする人が地域のなかで孤立することのないよう、支援を必要とする人の状況や情報を把

握して支援が行き届くように努めます。 

 

施策の内容 

（１）地域におけるセーフティネット機能の強化 

・市社協、民生委員・児童委員、地域包括支援センター等との連携により、高齢者、障がい

者、子ども・子育て家庭、生活困窮者等に関して、地域での見守り体制や必要な支援の

検討等、命と暮らしを守る地域のセーフティネット機能の強化に取り組みます。 

・地域において支援を必要とする人（高齢者、障がい者、子ども・子育て家庭、生活困窮

者、ひきこもり等）の情報を積極的に支援につなげ、誰もがどのような状態となっても、

住み続けることができる地域となるよう、あらゆる機関との連携に努めます。 

（２）障がい者やひとり親家庭への支援体制の充実 

・就労や経済面で弱者となりやすい障がい者やひとり親家庭等に対して、各種制度や各種

相談窓口等の情報を積極的に提供し、安定し自立した生活ができるよう支援します。 

（３）制度の狭間等への対応 

・生活困窮者自立支援事業による自立相談支援、就労準備支援、家計改善支援による支援

を行い、制度の狭間にある人や既存の制度や支援では対応できない人等も含めあらゆる

支援において、住まいや就労、経済面等について自立に向けた支援を、様々な機関との

連携や協働により行います。 
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施策を推進するための主な役割 

地域住民 

・日常の近所付き合いや見守り活動等を通して、支援が必要な方の

状況を把握し、必要に応じて様々な制度や支援につなげるように

しましょう。 

・地域組織において、支援を必要とする方に対して可能な支援の検

討をし、必要に応じて様々な制度や支援につなげるようにしまし

ょう。 

社会福祉協議会 

・室戸市生活支援相談センター事業や日常生活自立支援事業等、地

域住民の悩みや困り事の把握に努め、必要に応じて様々な制度や

支援につなげるとともに、民生委員・児童委員等と連携して伴走

型の支援を行います。 

市 

・生きづらさを抱える人（犯罪をした人やひきこもり等）の住まい

や就労、経済面等について自立に向けた支援を行えるよう庁内や

関係機関と協議を行い、地域で住み続けることができるよう取り

組みます。 

・支援を必要とする高齢者、障がい者、子ども・子育て家庭、生活

困窮者等の支援を行い、既存の制度では対応できない困り事等の

対応のために、インフォーマルなサービスの創設を支援します。 

 

 

◆基本施策④ 権利擁護の推進 

 

高齢化による認知症等、判断能力に不安を抱える高齢者や、知的障がい者・精神障がい者

等の方が増加傾向にあるため、これらの方々が自らの財産や権利を守れるよう、成年後見制

度等の利用促進や利用支援により権利擁護を推進します。 

 

施策の内容 

（１）成年後見制度等の利用促進 

・住民が身近な地域で相談できるような窓口体制の整備に努めます。 

・市社協、地域包括支援センター等と連携して、住民や事業所に対し成年後見制度に関す

る研修会や広報を行い、必要な人が早期に制度につながることができるよう努めます。 

（２）地域の実情に応じた成年後見制度の利用 

・財産管理のみではなく、意思決定支援や身上保護を重視し、地域で住み続けられるため

の制度の運用、支援に努めます。 
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（３）地域連携ネットワークの構築 

・制度を必要とする人が制度を利用できるよう広報、相談、制度利用促進、後見人支援等

を行うために、地域の専門職等による地域連携ネットワークを構築します。 

・地域連携ネットワークの要となる中核機関の設置を令和５年度に行うために、庁内、地

域での合意形成に努めます。 

（４）日常生活自立支援事業による支援 

・成年後見制度を必要とする方よりも、判断能力を有しているが金銭等の管理について困

難をかかえる方を支援し、地域で日常生活を送ることができるよう支援に努めます。 

 

施策を推進するための主な役割 

地域住民 

・いずれ自分自身や家族も利用するかもしれないという心構えを持

ち、成年後見制度について理解を深めましょう。 

・成年後見制度等の利用が必要な方に対して、行政や市社協、地域

包括支援センター等に相談するように勧めましょう。 

社会福祉協議会 

・成年後見制度の利用の必要が認められる方に対しては、市や専門

機関と連携して対応します。 

・市社協が実施する法人後見をはじめ、成年後見制度に関する利用

促進に向けた広報・啓発に努めます。 

・日常生活自立支援事業により、地域で住み続けることができるよ

う支援します。 

市 

・市社協、地域包括支援センター等と連携して、権利擁護に関する

知識の普及啓発、利用支援や相談窓口の充実等を進めます。 

・福祉関連計画全般を通して成年後見制度の利用促進に取り組みま

す。 

・協議会や中核機関の設置、地域連携ネットワークの構築を進めて

いきます。 

・成年後見人等と地域の関係者等が協力し、日常的に高齢者、知的

障がい者、精神障がい者を見守り、自らの意志や状況に応じて地

域で暮らすことができるように努めます。 
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施策の方向３－２ 福祉サービスの充実 

 

 

 

 

 

◆基本施策① サービス提供体制の充実 

 

高齢者福祉サービスや障がい福祉サービス、子ども・子育て支援等の福祉サービスについ

て、必要とする人が適切なサービスを受けることができるよう、サービス提供体制の充実と

質の確保に努めます。 

 

施策の内容 

（１）高齢者へのサービスの充実 

・地域包括ケアシステムの一層の深化・推進のため、地域包括支援センターの機能を強化

し、地域共生社会の実現に向けた体制づくりに寄与するように取り組みます。 

・介護予防・重度化防止に資する取り組みや在宅医療・介護連携を推進するとともに、介

護保険サービスの量と質の確保に努めます。 

（２）障がいのある人へのサービスの充実 

・障がいの程度や状態、ライフステージ等に応じた適切な支援を充実するため、障がい福

祉サービス等の量と質の確保に努めます。 

（３）子ども・子育て支援の充実 

・子どもの健やかな成長をめざす保育・教育の充実と、子育て家庭への様々な支援を行う

ため、子ども・子育て支援に関する各施策やサービスの量と質の確保に努めます。 

・子育て家庭への経済的支援、子どもへの学習支援、子ども食堂の運営支援等により、子

どもの貧困対策を推進します。 

（４）共生型サービスの提供 

・障がいのある人が高齢になっても同一の事業所で引き続きサービスを受けられるよう、

障がい福祉サービス事業所が介護保険サービスを提供できる「共生型サービス」の実施

について、福祉サービス事業者に対して勧奨します。 

  

○高齢者、障がい者、子ども・子育て家庭等のために、福祉サービスの一層の充実が求められ

ています。 

○福祉サービスの維持・充実のため、福祉人材の確保が急務となっています。 
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（５）市社協における福祉サービスの充実 

・認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等のうち、自分自身で判断することが難し

い方が地域で自立した生活が送れるよう、日常生活自立支援事業により、福祉サービス

の利用援助等を行います。 

・配食サービスやデイサービス事業、訪問入浴事業の実施により、高齢者等が地域で安心

して暮らせるよう支援します。 

・低所得者世帯、障がい者世帯、高齢者世帯等を対象として、生活福祉資金貸付事業を実

施し、経済的な支援を行います。 
         

施策を推進するための主な役割 

地域住民 

・福祉サービス利用者（受け手）と提供者（支え手）との関係だけ

でなく、住民それぞれができる役割等を考え、地域の一員として

活動し、互いに補いあえるという意識を持ちましょう。 

・高齢者や障がい者等の立場について、自分もそのような立場にな

る可能性があることを自覚し、我が事としてみんなで支え合う意

識を持ちましょう。 

福祉事業者 

・福祉・介護施設において法令を遵守し、その人らしく生活できる

ようサービスの提供に努めます。 

・居宅介護支援、訪問介護等の介護保険サービス、障がい者等を対

象としたホームヘルプ事業等の自立支援給付サービスを提供す

ることにより、地域で継続して生活ができるようサービスを提供

します。 

社会福祉協議会 

・日常生活自立支援事業、配食サービスやデイサービス事業、訪問

入浴事業、生活福祉資金貸付事業等の各種事業による支援を行い

ます。 

市 

・地域包括支援センターの機能強化に努めます。 

・障がいがあっても地域で安心して自立した生活が営めるよう、障

がい福祉サービス事業者及び市社協と連携して、障がい福祉サー

ビスの充実に取り組みます。 

・子育て世代包括支援センター事業や、ひとり親世帯や生活困窮世

帯への様々な支援、保小中連携事業の推進等により、子ども・子

育て支援の充実に努めます。 

・福祉サービス事業者に適切な助言、指導を行い、地域における福

祉サービスの維持・向上に努めます。 
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◆基本施策② 福祉サービス人材の確保 
 

本市では、あらゆる福祉サービスに関する福祉人材の確保が急務となっています。特に、

在宅での生活支援である訪問介護に従事する職員（ヘルパー）の不足が喫緊の課題となって

います。どのような状態になっても住み続けられる地域づくりを進めるため、引き続き、福

祉サービス人材の確保に努めます。 

 

施策の内容 

（１）介護人材の担い手の確保と育成 

・介護未経験者が介護に関する基礎知識や技術を身につけられるよう、研修会等の広報・

周知に努めるとともに、多様な人材の参入促進に向けた取り組みを推進します。 

・介護職員養成事業により、地元でも研修を受けることができる支援や費用面での支援に

よりヘルパーを養成し、市内の事業者につなげ、人材不足の解消を図ります。 

（２）就職相談会の開催 

・市内の福祉事業者と求職者とのマッチングのための相談会を開催し、市内はもとより市

外からも人材を確保するための施策を推進します。 

 

施策を推進するための主な役割 

地域住民 
・福祉に携わる人の仕事を理解しましょう。 

・地域で働く人に感謝をしましょう。 

社会福祉協議会 

・福祉事業者等の人材に関する実状を把握し、地域課題として市と

連携して解決に努めます。 

・福祉に関する職種について住民の理解を深めるために研修会の開

催や社協だより等による周知を推進します。 

・中学生や高校生に対して、福祉関連職職種の紹介や説明を行う機

会を設け、将来、地域で働くという選択肢がもてるよう取り組み

ます。 

市 

・市内で研修等を開催または費用の補助等により、受講者を増やす

取り組みを行い人材の確保に努めます。 

・市内の福祉事業者と求職者とのマッチングのための相談会を開催

し、市内はもとより市外からも人材を確保するための施策を継続

して行います。 

・市社協等と連携し、中高生に対し、福祉関連職職種の紹介や説明

を行う機会を設ける等、中期的な福祉人材の確保を推進します。 
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施策の方向３－３ 安全・安心なまちをめざす取り組み 

 

 

 

 

 

 

◆基本施策① 災害時の支援体制と感染症対策の推進 
 

日頃から要配慮者を見守りながら、地域での助け合い・支え合いの関係を築くとともに、

いざというときには個人情報保護条例に基づいた情報共有による要配慮者の安否確認や支援

を行なえる体制づくりを進めます。また、在宅介護や障がいの状況等により配慮が必要な方

のための福祉避難所の確保や、大規模災害を想定した市社協を中核機関とする災害ボランテ

ィアの受け入れ体制づくりに努めます。 

さらに、日常生活や地域福祉活動において、新型コロナウイルス等の感染症に対して必要

な情報提供・支援を行うとともに、感染症予防のための「新しい生活様式」を実践できるよ

う、広報・啓発に努めます。 

 

施策の内容 

（１）災害時要配慮者の把握と情報の共有 

・豪雨や地震等の災害発生時における高齢者、障がい者、子ども・子育て家庭等、配慮を

要する人の把握と情報共有について、民生委員・児童委員等の協力を得ながら、避難行

動要支援者名簿及び個別避難計画を作成し、個人情報の取り扱いに留意しながら、いざ

というときに避難誘導や救助等の適切な対応が取れるように取り組みます。 

（２）地域の防災体制の促進 

・地域の自主防災組織等による要配慮者支援のための避難誘導や救出、援護、避難所運営

等をはじめとする防災体制の充実を促進します。 

（３）災害ボランティア活動の促進 

・本市において大規模災害が発生した場合、市社協を中核として、ボランティアを受け入

れる災害ボランティアセンターの速やかな開設と運営に係る体制づくりに取り組みま

す。 

○本市では、高齢化や核家族化に伴う世帯構造の変化に対応するため、助け合い・支え合いの

視点から、高齢者、障がい者、子ども・子育て家庭等、配慮の必要な方への災害時の支援体

制の強化を図る必要があります。 

○日常生活や地域福祉活動において、新型コロナウイルス等の感染症への感染予防に努める

必要があります。 

○市民が安心して暮らせる住環境の整備と、公共交通機関等移動手段の充実に努める必要が

あります。 
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（４）福祉避難所の確保 

・避難所生活において介護や医療等、何らかの特別な配慮を要する在宅の人を対象者とす

る「福祉避難所」について、利用可能な施設の状況を把握し、協力を得られる施設と協

定を締結し、その確保に努めます。 

（５）地域の防災体制の促進 

・地域や学校等において防災出前講座を開催し、ハザードマップの活用、防災・減災の取

り組み事例の紹介等による防災学習を推進します。 

・各地区において南海トラフ等を想定した避難訓練を実施し、安全な避難行動につなげま

す。 

（６）感染症対策の推進 

・日常生活や地域福祉活動において、新型コロナウイルス等の感染症に対して必要な情報

提供・支援を行うとともに、「新しい生活様式」に基づき、三密（密集、密接、密閉）の

回避、ソーシャルディスタンスの確保、マスクの着用、手洗いの励行等の普及啓発に努

めます。 
 
 

施策を推進するための主な役割 

地域住民 

・日常の近所付き合いや見守り活動等を通して、災害時に支援や配

慮が必要な方の状況を把握しましょう。 

・防災学習や避難訓練等に積極的に参加しましょう。 

・家庭においても、常日頃からハザードマップの確認や緊急時に必

要な飲食物・備品・薬等の準備をしておきましょう。 

・常日頃から災害に関する情報収集を心がけ、いざというときに命

を守る行動をどのようにとるべきか考えておきましょう。 

・「新しい生活様式」に沿って行動し、感染症の拡大防止と感染予防

に努めましょう。 

社会福祉協議会 

・災害時にはボランティアの受け入れ窓口となるため、いざという

ときを想定してボランティアセンターの設置や運営に関する体

制づくりに取り組みます。 

・地域住民や関係団体に対して「新しい生活様式」の普及に努める

とともに、市社協の活動全般について、感染症の拡大防止と感染

予防に努めます。 
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市 

・「ハザードマップ」をはじめとする広報物や掲示物、ホームページ

の活用等により、防災に関する情報を発信し、住民に周知します。 

・避難行動要支援者名簿の整備と更新及び情報の適切な活用を行い

ます。 

・各地域における自主防災組織の設立と運営の支援を行います。 

・自主防災組織ごとの避難訓練や防災訓練を推奨し、実施に関する

支援を行います。 

・災害時の各避難所については、高齢者や障がい者等の要配慮者の

受け入れ等と、感染症予防を想定した運営に努めるとともに、福

祉避難所について、社会福祉法人等の施設に協力を要請し、その

確保に努めます。 

・地域住民や関係団体に対して「新しい生活様式」の普及に努める

とともに、行政の活動全般について、感染症の拡大防止と感染予

防に努めます。 

 

 

◆基本施策② 誰もが住みやすいまちづくり 

 

公共施設や歩道等のバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化を推進するとともに、高齢

者・障がい者等の生活環境の改善と移動手段の確保、買い物支援等により、それぞれの地域

で安心して暮らし続けられるまちづくりを進めます。 

 

施策の内容 

（１）バリアフリー化・ユニバーサルデザイン化の推進 

・公共施設や歩道等について、改修や新設を行う際は、誰もが利用しやすい観点から、バ

リアフリー化・ユニバーサルデザイン化に努めます。 

（２）移動手段の確保 

・高速バス（徳島バス／大阪行き）及び路線バス（高知東部交通）に加えて、新たに運行さ

れた阿佐海岸鉄道ＤＭＶ（デュアルモードビーグル。東洋町甲浦駅まで鉄道、モードチ

ェンジしてバスとしてそのまま室戸市まで走行）の運行の維持に努めます。 

・交通空白地区の解消を図るため、主要道路を運行する路線バスと接続するコミュニティ

バスを運行し、通院や買い物等の移動手段の確保に努めます。 

※実証運行：令和 3年 11月から、本格運行：令和 4年 10月から（予定）。 
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（３）高齢者・障がい者の移動・買い物支援の充実 

・移動手段の少ない高齢者の移動支援として、タクシーを利用しやすいよう、中山間地域

高齢者等タクシー利用助成事業を継続して実施します。 

・高齢者買い物支援事業を継続して行い、買い物代行と宅配時の見守り（おとどけ屋）を

実施します。 

・あったかふれあいセンターによる買い物支援を実施します。 

（４）地域における日常の買い物の充実 

・買い物弱者となりやすい高齢者や障がい者の支援のために、地域を巡回し移動販売する

「とくし丸」等の拡充をめざし、新規参入者に対する補助を実施し、日用品や食料品の

購入を支援します。 

 

施策を推進するための主な役割 

地域住民 

・家族の誰もが安全・安心に暮らせるよう、バリアフリー等、必要

に応じた住宅改修に努めましょう。 

・常会等において、今後、地域にどのような移動支援が必要かを話

し合いましょう。 

・運行維持のため、公共交通機関を積極的に利用しましょう。 

社会福祉協議会 ・移動支援等、生活課題を抱える人等の状況の把握に努めます。 

市 

・公共施設や歩道等の新設や改修の際には、バリアフリー化・ユニ

バーサルデザイン化に努めます。 

・住民のニーズに応えられる公共交通網の維持を行い、高齢者、障

がい者、子どもや妊産婦等の交通弱者への対策に取り組みます。 

・地域における買い物や移動の確保のために、地域課題を把握し必

要な支援や体制の整備を図りながら、安心して暮らし続けること

のできる地域を維持するよう努めます。 
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１．目的 

 

「室戸市成年後見人制度利用促進基本計画」（以下「基本計画」という。）は、「成年後見

制度の利用の促進に関する法律」（平成 28年法律第 29号）（以下「促進法」という。）に基

づき、成年後見制度の利用促進に関する施策の総合的・計画的な推進を図るために策定す

るものです。 

 

 

２．基本計画の位置付け 

 

促進法第 14条第１項では「市町村の講ずる措置」として、成年後見制度の利用の促進に

関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めることとされており、基本計画は「室

戸市地域福祉計画」と一体的に策定し、「室戸市高齢者保健福祉計画」や「室戸市障害者計

画」等と整合、連携を図ります。 

 

 

３．成年後見制度に関する現状と課題 

 

(1) 本市の高齢者、障がい者の現状と将来推計 

本市の「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」によると、総人口は、平成 27年の

14,590人から令和 2年には 12,728人となり、1,862人減少しています。その後も減少は

続き、令和 7年には 10,866人、令和 22年には 5,869人となる見込みです。一方、高齢

化率は、令和 2年に 50.4％となり、市民の 2人に 1人が高齢者である状況となっていま

す。また、令和 7 年には 54.2％、令和 22年には 63.6％と今後も増加する見込みとなっ

ています。 

また、障がい者のうち、知的障がい者は、療育手帳所持者数が平成 27年度の 124人か

ら令和元年度には 131 人へと増加し、精神障がい者も精神障害者保健福祉手帳所持者数

が平成 27年度の 100人から令和元年度には 109人と増加しています。 

これらのことから、高齢者及び障がい者に対する権利擁護を含む支援体制の推進は、

今後も市政の重要な課題となっています。 

 

(2) 本市の成年後見制度利用に関する課題 

「第 4期室戸市地域福祉計画」策定にあたり、実施した地域福祉に関する意識調査で、

成年後見制度について尋ねたところ、「制度も内容も知らない」が 37.9％、「制度は知っ
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ているが内容を知らない」が 34.5％と制度が十分浸透していないことがうかがえる結果

となりました。 

また、福祉についてどのような情報を知りたいかについてのなかで、成年後見制度に

ついては 2.6％と関心の低さもうかがえる結果となっています。 

これらのことから、まず成年後見制度の普及啓発が急務であり、市民の方々や専門機

関及び行政が一体となって、制度の理解を深めていくことが重要となっています。 

 

 

４．成年後見制度の利用状況 

 

(1) 本市の成年後見制度利用状況 

本市における成年後見制度の利用件数の推移は、高知家庭裁判所が平成 28年 1月から

令和 2年 12月に申立てがされた件数を集計した自庁統計に基づく概数によれば、後見 14

件となっています。 

 

◎成年後見制度利用件数                    （単位：件） 

類型 H28 H29 H30 R元 R2 計 

後見 5 0 2 3 4 14 

保佐 0 0 0 0 0 0 

補助 0 0 0 0 0 0 

                             資料：高知家庭裁判所 

 

(2) 本市の市長申立状況 

本市では、平成 22 年 3 月に「室戸市成年後見制度利用支援事業実施要綱」を制定し、

市長による審判の請求を行う場合の手続及び成年後見制度の利用に係る支援に関し、必

要な事項を定め、市民の方々が成年後見制度を利用しやすい体制を整備しました。 

 

◎市長申立件数                        （単位：件） 

類型 H28 H29 H30 R元 R2 計 

後見 2 1 1 3 4 11 

保佐 0 0 0 0 0 0 

補助 0 0 0 0 0 0 

                             資料：高知家庭裁判所 
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(3) 本市の法人後見事業利用状況 

平成 30年 1月からは、室戸市社会福祉協議会が、地域における権利擁護の取り組みと

して、「法人成年後見事業」を整備し、運用を開始しました。 

制度利用に至る課題が多様化しつつある今般の状況から、今後の本市での権利擁護支

援のなかで、大きな社会資源の一つとなっています。 

 

◎法人後見事業利用件数                    （単位：件） 

類型 H30 R元 R2 計 

後見 1 2 3 6 

保佐 0 0 0 0 

補助 0 0 0 0 

                           資料：室戸市社会福祉協議会 

 

 

５．成年後見制度利用促進にあたっての目標と基本的な考え方 

 

(1) 目標 

成年後見制度を必要な方が利用できるよう、制度の普及啓発、権利擁護支援の地域連

携ネットワーク及び中核機関の体制整備を段階的に行います。 

 

(2) 基本施策 

①制度の普及啓発 

成年後見制度は、福祉分野の専門職等、一部の方には認識されていますが、住民の

方々の認知度は低い状況にあるため、広報や研修会等を通じ、制度の普及啓発を図り

ます。 

②権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築 

以下の 3 つの役割を実現するため、既存の保健・医療・福祉の連携に司法も含めた

連携の仕組みを構築します。 

ア 権利擁護支援の必要な人の発見・支援 

地域において、権利擁護に関する支援の必要な人（財産管理や必要なサービスの利

用手段を自ら行うことが困難な状態であるにもかかわらず必要な支援を受けられて

いない人、虐待を受けている人等）の発見に努め、速やかに必要な支援に結び付けま

す。  
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イ 早期の段階からの相談、対応体制の整備 

早期の段階から、任意後見や保佐、補助類型といった選択肢を含め、成年後見制度

の利用について住民が身近な地域で相談できるよう、窓口等の体制を整備します。 

ウ 意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体制の構築 

成年後見制度を、本人らしい生活を守るための制度として利用できるよう、本人の

意思、心身の状態及び生活の状況等を踏まえた運用を可能とする地域の支援体制を

構築します。 

③地域連携ネットワークの中核となる機関の設置 

地域連携ネットワークを構築し、適切に成年後見制度の運営をしていくためには、そ

の中核となる機関が必要になります。 

様々なケースに対応できる法律・福祉等の専門知識や、地域の専門職等から円滑に協

力を得るノウハウを蓄積し、地域における連携・対応強化の推進役となる中核機関を

設置します。 

 

(3) 具体的施策 

①成年後見制度の普及啓発事業の推進 

室戸市社会福祉協議会等と連携して、広報活動や研修会を行い、権利擁護に関する制

度及び知識の普及、啓発に努めます。 

②既存支援の枠組みを活用した地域連携ネットワークの構築 

地域全体の見守り体制のなかで、権利擁護支援が必要な人を地域において発見し、必

要な支援へ結びつける機能を強化するため、権利擁護支援が必要な人に、本人の状況

に応じ、法律、福祉の専門職が専門的助言、相談対応等の支援に参画できるよう、既存

の支援の枠組みを活用します。 

具体的には、「地域ケア会議」、「社会福祉協議会法人成年後見事業運営委員会」及び

「室戸市自立支援協議会」等の会議を活用して、権利擁護支援を行います。 

③中核機関の設置・運営形態 

ア 設置の主体 

行政や地域の幅広い関係者との連携及び調整をする必要性等から、市が設置の主

体となります。 

イ 運営の主体 

中核機関については、「広報機能」「相談機能」「成年後見制度利用促進機能」「後見

人支援機能」等、中核機関が担う機能について適切な運営が可能となるよう、市によ
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る直営又は委託により、令和５年度の設置に向け、関係機関と協議・検討していきま

す。 

また、市が委託する場合の中核機関の運営主体については、業務の中立性、公正性

の確保に留意しつつ、専門的業務に継続的に対応する能力を有する法人（社会福祉協

議会、NPO法人等）を市が適切に選定することが必要です。 
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１．協働体制による計画の推進 

 

計画に基づく施策を推進していくためには、地域住民、福祉サービス事業者、市社協と行

政が互いに連携し、それぞれの役割を果たしながら一体となって、総合的な視点から各目標

に取り組み、協力して活動を推進することが重要です。 

このため、次のような役割のもとに協働体制による推進をめざします。 

 

(1) 地域住民の役割 

住民一人ひとりが福祉に対する意識や認識を高め、地域の課題を他人ごとではなく自分

のこととしてとらえ、地域福祉の担い手として自ら地域活動やボランティア活動等に積極

的に参加すること、近隣と協力すること等により、自らの課題や地域課題の解決に向けた

取り組みを行うように努めます。 

 

(2) 福祉サービス事業者等の役割 

高齢者・障がい者・子ども等への各種福祉サービスの充実は、地域住民が本市に住み続

けるために必要不可欠です。住民が適切なサービスが受けられるよう、福祉サービス事業

者は行政と連携するなかで、サービスの質の確保に努めます。 

また人材の確保のために、職員への研修等を積極的に行いキャリアアップにつなげると

ともに、働きやすい環境づくりに努める等、働く人を大切にします。 

 

(3) 市社協の役割 

地域福祉の推進を使命の一つとする市社協は、地域の実情を把握し、住民とともに地域

課題に取り組む組織です。市社協は行政と連携するなかで、ボランティア活動、福祉意識

の啓発、人材育成、地域福祉活動の支援、相談事業等、地域の実情に応じたサービスの提供

や支援、また住民と一体になっての地域づくりに取り組みます。 

 

(4) 市の役割 

地域福祉の推進にあたって、行政には市全域の住民の福祉の向上をめざして福祉施策を

総合的に推進する「公助」としての責務があります。そのため、地域の実情を把握し、地域

住民や市社協、福祉サービス事業者、民生委員・児童委員、地域住民組織、NPO法人やボ

ランティア団体等と相互に連携・協力を図りながら、包括的に生活課題を解決するための

体制の整備を推進します。 
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２．計画の評価 

本計画の推進にあたっては、行政と市社協が連携し、住民等（福祉サービス事業者、民生

委員・児童委員、地域住民、地域組織、ボランティア団体等）と協働により取り組みます。 

また、地域福祉活動の取り組み状況の把握と本計画の施策・事業の進捗管理のために、庁

内関係課と市社協とともに協議を定期的に行います。 

なお、外部関係機関や有識者、住民で構成する「室戸市地域福祉計画推進委員会」や「室戸

市地域福祉活動計画推進委員会」等により、計画の評価、見直しを行っていく予定ですが、

評価の時期や市と市社協との合同の評価方法、会議開催等については、住民の意見をより反

映できるように検討を行います。 

 

 

室戸市 市社協 

地域の課題を解決し、誰もが 

安心して暮らせる地域社会に 

【各主体の役割】 

福祉サービス事業者 地域住民 

●ボランティア活動の支援 

●福祉関連団体との連携 

●地域づくり 

●情報提供、相談支援 

●関係機関との連携・協働 

●福祉サービスの基盤整備と調整 

●地域共生社会の実現に向けた 

包括的な支援体制の構築 

●適切なサービスの提供 

●職員の資質向上 

●医療・介護連携の推進 

●地域の課題や情報の共有 

 

●福祉意識の向上 

●地域福祉の担い手・支え手 

●近隣との協力 

●課題解決に向けた取り組み 
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１．室戸市地域福祉計画・地域福祉活動計画検討委員会名簿 

 

（敬称略・順不同） 

 氏 名 職 名 備 考 

1  小 松  伸 稔 室戸市常会長連合会長 委員長 

2  藤 田  洋 子 社会福祉法人 元保育協会 元保育所園長 副委員長 

3 舛 田  光 彦 室戸市小・中学校長会長  

4 松本  十三子 室戸市民生委員児童委員協議会長  

5 谷岡  壽満子 室戸市老人クラブ連合会長  

6 竹 﨑  重 雄 室戸市健康応援団長  

7 木 下  惠 介 社会福祉法人 室戸市社会福祉協議会 会長 
 

8 田 中  稔 明 
社会福祉法人むろとはまゆう会  

障害者支援施設むろと・はまゆう園 施設長 

 

9 福 永  一 郎 安芸福祉保健所長  

10 武 井  知 香 教育次長兼学校保育課長  

11 山 本  康 二 保健介護課長  

12 辻  さ お り まちづくり推進課長  

13 山 本  廣 子 
室戸市あったかふれあいセンター 

センター長 

 

14 谷 川  岩 男 室戸市消防団長  

15 大 西  清 香 
室戸市地域包括支援センター 

センター長 

 

 （オブザーバー）   

1 坂 田  智 代 
安芸福祉保健所 地域支援室チーフ 

（地域支援担当） 

 

2 間  章 
社会福祉法人 高知県社会福祉協議会 

地域・生活支援課長 
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２．策定の経緯 

 

 

年 月日 内 容 

令和３年 

１月７日 市民意識調査開始・アンケート発送 

３月８日 福祉関連団体意識調査・アンケート発送 

３月 19日 社会福祉法人他福祉関連事業者ヒアリング実施 

８月２日 地域福祉計画・地域福祉活動計画検討委員会 委員委嘱（15名） 

８月 20日 第 1回 地域福祉計画・地域福祉活動計画検討委員会 

10月８日 室戸岬地区懇談会（室戸岬公民館） 

10月 13日 室戸地区懇談会（やすらぎ） 

10月 21日 佐喜浜地区懇談会（佐喜浜生活改善センター） 

10月 25日 吉良川地区懇談会（吉良川公民館） 

10月 28日 羽根地区懇談会（羽根公民館） 

12月 23日 第 2回 地域福祉計画・地域福祉活動計画検討委員会 

令和４年 

１月 25日 
第 3回 地域福祉計画・地域福祉活動計画検討委員会 

（新型コロナウイルス感染予防のため書面による意見徴取） 

２月 16日～ 

３月１日 
計画案に対する意見公募実施 
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３．地区別懇談会の結果報告 

 

 

この度の地域福祉計画、地域福祉活動計画の策定（見直し）にあたり、市内５カ所で地区

懇談会（ワークショップ）を行いました。 

住民のみなさんに地域福祉計画と地域福祉活動計画について知っていただくこと、地域共

生社会について知っていただくこと、そして、自分たちの住んでいる地域について、改めて

考えて意見を出し合っていただくことを目的に行いました。コロナ禍で集まる機会が少なく

なっている時期でしたが、感染対策を行い、集まっていただき、貴重なご意見をいただきま

した。 

また、今後は住民の方が少子高齢化や人口減少等による様々な地域の課題を「他人事」で

はなく「我が事」としてとらえ、住民同士で話し合うこと自体が今後の地域福祉を推進して

いくうえで重要であると考えます。 

市や市社協としても地域の方々と直接お話しすることで、情報を得ることができ、今後の

地域福祉の推進や体制整備においては、このような住民同士の話し合いの場や機械を増やす

とともに、住民の方との協働の意識をもちながら推進していく必要があると考えています。 
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羽根地区 

開 催 日 時 令和 3年 10月 28日（木）18:30～20:00 

開 催 場 所 羽根公民館 

出 席 者 21名 

１．私の地域の良いところ、地域のつながりや支え合い 

○声かけが気軽にできる 

○住民の仲が良い 

○地域の活動に協力的である  等 

 

２．地域共生社会のためにあったらいいこと 

○集まれる場所 

○気軽に相談できる場所 

○高齢者と若い人が交流できる場  等 

 

３．これからこの地域にどんな地域になってほしいか？ 

  そのために自分たちにできること 

○働く場所があって、子どもが残って生活できる地域 

○隣近所での情報交換 

○婦人会の活動の継続  等 

 

４．市や市社協に期待すること 

○交通の便をよくして、高齢者であっても移動がしやすくしてほしい 

○ワンストップで相談・解決できる窓口をつくってほしい 

○市社協がどんなことをするところかわからないので住民に周知してほしい  等 
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吉良川地区 

開 催 日 時 令和 3年 10月 25日（月）18:30～20:00 

開 催 場 所 吉良川公民館 

出 席 者 17名 

１．私の地域の良いところ、地域のつながりや支え合い 

○声かけができている 

○住民の仲が良い 

○草刈り、神社行事、盆踊り等にともなう会食がある  等 

 

２．地域共生社会のためにあったらいいこと 

○世代間交流の場所 

○住民が行政と一体になる 

○地域とつながりをもつこと  等 

 

３．これからこの地域にどんな地域になってほしいか？ 

  そのために自分たちにできること 

○協力し合える仕組みがある地域 

○健康でいること 

○地域を育てること  等 

 

４．市や市社協に期待すること 

○住民の活動を支援するコーディネーターのような人を配置してほしい 

○地域に出てきて、地域のことをもっと知ってほしい 

○防災対策の見直し  等 
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室戸地区 

開 催 日 時 令和 3年 10月 13日（水）18:30～20:00 

開 催 場 所 室戸市保健福祉センター やすらぎ きらきら広場 

出 席 者 27名 

１．私の地域の良いところ、地域のつながりや支え合い 

○近所の人を気にかけている 

○祭りごとや清掃等、地域の人と協力している 

○深入りもなく、希薄でもない  等 

 

２．地域共生社会のためにあったらいいこと 

○気軽に交流できる場 

○近所同士の見守り 

○ボランティア活動  等 

 

３．これからこの地域にどんな地域になってほしいか？ 

  そのために自分たちにできること 

○おっせかいおばさんがいる地域 

○ゆるやかな見守りができる地域 

○住民が集まれる休憩所を作ること  等 

 

４．市や市社協に期待すること 

○地域の人同士がふれあえるイベントを企画してほしい 

○住民の身近で、困っている人を支援してくれるところにつないでくれる窓口 

（おつなぎセンター） 

○地域のプチリーダーの育成  等 

  



資料 
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室戸岬地区 

開 催 日 時 令和 3年 10月 8日（金）18:30～20:00 

開 催 場 所 室戸岬公民館 

出 席 者 28名 

１．私の地域の良いところ、地域のつながりや支え合い 

○地域のつながり 

○近所の人とのあいさつや、おすそわけできる関係性 

○常会で仲が良い、見守りもしている  等 

 

２．地域共生社会のためにあったらいいこと 

○異年齢交流の機会 

○交流、見守り 

○ボランティア活動  等 

 

３．これからこの地域にどんな地域になってほしいか？ 

  そのために自分たちにできること 

○気持ちが話し合える地域 

○百歳体操での体力づくり 

○地域外からも訪れてもらえる地域  等 

 

４．市や市社協に期待すること 

○期待だけでなく、自分たちも頑張らないといけない！ 

○困りごとを言う先や相談先を教えてほしい 

○他のことは自分たちでできるので、草刈りなどの力仕事をしてほしい  等 
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佐喜浜地区 

開 催 日 時 令和 3年 10月 21日（木）18:30～20:00 

開 催 場 所 佐喜浜生活改善センター 

出 席 者 17名 

１．私の地域の良いところ、地域のつながりや支え合い 

○祭りや学校のつながりが強い 

○世話好きな人が多い 

○地域のつながり  等 

 

２．地域共生社会のためにあったらいいこと 

○高齢者や男性の集いの場 

○外国の人が孤立しないように、あいさつをする 

○イタドリをはぐ作業場  等 

 

３．これからこの地域にどんな地域になってほしいか？ 

  そのために自分たちにできること 

○縦も横もつながる地域 

○世話人さんを増やす 

○高齢者の力を活用できれば色々できる  等 

 

４．市や市社協に期待すること 

○高齢者のデイと保育園が一緒になるようなところをつくってほしい 

○生活困りごと相談所みたいな相談窓口を作ってほしい 

○市社協 の仕事を教えてほしい  等 
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